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はじめに 

 

新型コロナウイルス感染症は、令和２年（2020 年）１月に国内初の感染が確認された

後、急速に感染拡大し、社会や経済に甚大な被害をもたらすなど、区民の生活に大きな影

響を与えた。国は令和２年（2020 年）４月、令和３年（2021 年）１月、同年４月及び同年

７月の４度にわたり緊急事態宣言を発出し、不要不急の外出や移動について自粛を要請す

るなど、感染拡大防止のための緊急対策を実施した。 

 

このような中、区は、感染拡大防止に全力を尽くすため、組織改正による体制強化や全

庁を挙げての応援体制をとるとともに、地区医師会や地域の医療機関をはじめとする関係

機関の協力の下、民間の活力も活用しながら電話相談、積極的疫学調査、健康観察等の実

施、地区医師会との協働によるＰＣＲ検査センターの運営、クラスターの抑止等を目的と

した独自のＰＣＲ検査（社会的検査）の実施、地域医療体制の確保を図るための医療機関

支援、区民が迅速かつ安全にワクチン接種を受けられる体制の整備などを通じて感染拡大

防止と感染者等への適切な療養環境の確保に取組んできた。さらには、自宅療養者からの

相談内容に応じて往診等につなぐ支援体制の構築や、酸素療養ステーション(入院等待機施

設）の開設、オンライン診療体制の確保等を全国に先駆けて行うなど、区内の医療支援体

制の補完にも取組んだ。 

 

令和５年（2023 年）５月８日より、新型コロナウイルス感染症の法律上の位置づけが

「５類感染症」へ変更されたことにより、区は、区内の感染状況などを見極めながら、段

階的に感染拡大対策にかかる事業を縮小・廃止してきたが、今後も感染状況の動向を注視

し、新たな変異株が出現するなど科学的な前提が異なる状況になった場合は、ただちに迅

速な対応を図ることとしている。 

 

一方、新型コロナウイルス感染症への対応により蓄積した経験・知見を、今後想定され

る新型インフルエンザ等の区民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがある感染症

の発生及びまん延の備えに対し、いかに活かしていくかが問われている。 

このことを踏まえ、令和４年（2022 年）１２月９日に公布された感染症の予防及び感染

症の患者に対する医療に関する法律等の一部を改正する法律（以下、「改正感染症法」とい

う。）では、感染症の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針（平成１１年厚生省告

示第１１５号。以下、「国の基本指針」という。）及び都道府県が策定する感染症の予防の

ための施策の実施に関する計画（以下、「感染症予防計画」という。）の記載事項を充実さ

せるとともに、当区をはじめとする保健所設置市区においても、感染症予防計画を策定す

ることを定めるなど、感染症対策の一層の充実を図ることとされた。 

 

本計画は、改正感染症法の規定や国の指針、東京都の感染症予防計画に則して策定する

ものであり、東京都及び関係機関との連携協力の下、東京都が取組む病床、外来医療及び

医療人材並びに感染症対策物資の確保に加え、保健所や検査等の体制の強化、情報基盤の

整備、機動的なワクチン接種の実施等に努めるなど、区の今後の取組みを明らかにするも

のである。区は、本計画に基づき、新たな感染症の発生及びまん延への備えを万全なもの

とし、区民の生命を確実に守る体制づくりを着実に進めていく。 
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計画の位置づけ 
 

令和２年２月から約４年に渡って取組んだ新型コロナウイルス感染症対応の経験や、

そこで得た知見を今後の施策に活かすことが重要であり、社会情勢の変化を踏まえ、今

後、新興感染症が発生・流行した場合に区として万全の体制で対処できるよう、平時か

らの職務において健康危機管理への意識の定着を図るとともに、感染症発生時において

全庁をあげて迅速な対応体制を構築する。 

以上の考え方に基づき、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

（平成１０年法律第１１４号。以下、「感染症法」という。）第９条の規定に基づく国の

基本指針及び東京都の感染症予防計画と整合を図りながら、感染症法第１０条第１４項

の規定に基づいて本計画を定める。 

なお、本計画は令和６年３月末時点の各種制度・組織名等を記載している。 

 

＜法に基づく各種計画の体系イメージ＞ 
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１ 他の計画との整合 

本計画で定める事項は、地域保健法（昭和２２年法律第１０１号。）の規定に基づく

「地域保健対策の推進に関する基本的な指針（平成６年厚生省告示第３７４号）」で示さ

れた「健康危機対処計画」※１及び新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法

律第３１号。以下、「特措法」という。）第８条に基づき区が定める「当該区市町村の区

域に係る新型インフルエンザ等対策の実施に関する計画」※２（以下、「新型インフルエン

ザ等対策行動計画」という。）とも整合を図る。 

 
※１ 健康危機対処計画…改正感染症法に伴い改正された地域保健法第４条の規定に基づく「地域保健

対策の推進に関する基本的な指針」により、平時から健康危機への備えを計画的に進めるため、

保健所及び地方衛生研究所において、感染症予防計画との整合性を確保しながら新たに策定する

ことが定められた。 

※２ 新型インフルエンザ等対策行動計画…当区においては平成２６年４月策定。特措法第８条に基づ

き、区市町村が当該区域に係る新型インフルエンザ等対策の実施について定める計画。 

 

２ 本計画において想定する感染症 

本計画における「新興感染症」とは、感染症法で規定する新型インフルエンザ等感染

症、指定感染症及び新感染症を指す。 

しかしながら、新興感染症の性状、感染性などを事前に想定することは困難であるた

め、まずは現に発生し、これまでの教訓を生かせる新型コロナウイルス感染症への対応

を念頭に置き、本計画を定める。 

この想定を超える事態が発生した場合は、国や東京都の判断を参考に、関係機関と連

携し、当該感染症の特性に合わせて機動的な対応を行う。 

 

３ その他の分野における対策について 

本計画は、感染症法第１０条第１４項の規定に基づき、今後の新興感染症等の発生を

見据えながら、区民一人ひとりの知識や意識を高めるための普及啓発、予防対策の徹底

や、サーベイランス※体制の強化、防疫体制の強化、医療提供体制の整備、必要な医療資

器材の備蓄などの区の取組みを定めるものである。 

その他の経済、財政、金融、生活、労働、産業、教育などの各分野において、新興感

染症発生時に講じるべき対策等については、新型コロナウイルス感染症対応の経験を踏

まえながら、それぞれの分野において必要に応じて定める。 

 
※ サーベイランス…疾病を予防し有効な対策を確立する目的で、疾病の発生状況などを継続的に監視す

ることをいい、具体的には、患者の発生状況、病原体の分離状況、免疫の保有状況などの情報収集、

解析を継続的に行うこと。 

 

４ 計画期間 

  計画期間は、令和６年度（2024 年度）から令和１１年度（2029 年度）までの６年間と

する。ただし、国の基本指針の見直し（３年ごとに行うものされている中間見直しを含

む。）や感染症を取り巻く状況の変化等に応じて、計画期間内であっても必要な見直しを

行うものとする。 
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第一章 基本的な考え方 

第１ 基本方針 
 

１ 総合的な感染症対策の実施 

区は本計画において、新たな感染症の出現や既知の感染症の発生・まん延に備え、以

下の方針に基づき、必要な対策を定めるものとする。 

 

（１）事前対応型取組みの推進 

都内区部は、企業等の集積、多彩な観光資源、各種会議・イベントの開催などによ

り、海外との人や物の往来が活発な世界有数の国際都市であり、海外より感染症が持

ち込まれ、感染が拡大するリスクが高い。都内最大の人口を抱える当区においては、

これらのリスクを踏まえ、感染症の発生に的確に対処していくため、区民一人ひとり

の知識や意識を高めるための普及啓発や予防対策の徹底とともに、保健所を中心とし

た防疫体制の強化、必要な感染防護物品等の備蓄など、感染症の発生や拡大に備えた

事前対応型の取組みを平時から推進していく。 

また、感染症が発生した場合であっても、感染症患者の早期発見、感染源の調査、

関係機関との継続的な連携の強化等、迅速かつ的確な検査、防疫活動により、感染の

拡大及びまん延を防止するとともに、医療機関や地区医師会等と連携して患者に適切

な医療を提供するための医療機関等の体制整備を支援する。 

さらに、区は、東京都及び各自治体と感染症予防計画に基づく取組み等について平

時より連携を図ることで、感染症の発生の予防及びまん延の防止に取組んでいく。 

 

（２）計画的な体制整備 

区は、東京都と同様に保健所を設置する保健所設置区市として、本計画及び健康危 

機対処計画並びに新型インフルエンザ等対策行動計画に基づき、地域の感染症対策の

中核的機関である保健所が、新興感染症の発生時等においても、その機能を十分に果

たし、また、速やかに有事の体制に切り替えることができるよう、計画的に体制整備

を図る。 

＜保健所の役割＞  

・保健所は、地域における感染症対策の中核的機関として、平時から地域における感 

染症情報の収集・分析、関係機関等による感染症対策の支援、医療機関や地区医師

会等関係団体との連絡調整等、感染症の発生予防等のための事前対応型の取組みを

推進する。 

・また、感染症の発生時には、積極的疫学調査による原因究明や防疫措置の実施等に

より感染拡大防止を図るとともに、状況に応じた区民への情報提供、保健指導を行

い、区民からの相談に幅広く応じるなど、地域における感染症危機管理の拠点とし

て総合的に対応する。 

原因不明であるが感染症が疑われる症例や、緊急に対応が必要な感染症が発生した

場合などに、原因となる病原体の迅速な確定、感染拡大防止、医療提供、情報共有、

広報等の対応を適切なタイミングで講じることができるよう、区は、平時から関係機
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関との緊密な連絡体制や健康危機対処計画等による初動態勢の確保などにより、感染

症危機管理体制を強化する。 

あわせて、区は、庁内の関係所管をはじめ、近隣自治体や関係機関との連携体制、

情報の公表方法、防疫措置等の対応策を事前に決定し、感染症の発生に備える。 

また、発生時に迅速かつ的確に対応できる検査、防疫体制を確立できるよう、世田

谷区衛生検査センター（以下、「区衛生検査センター」という。）※における検査の実施

体制及び情報の収集などの体制を確保する。 

新型インフルエンザ等の感染拡大時など区を挙げての対応が必要な場合には、「世田

谷区新型インフルエンザ等対策本部」において業務継続等の判断を行い、庁内の各所

管との調整、情報共有を図る。 

 【関連項目：第三章 第３「区対策本部及び保健所の業務執行体制の確保」、第４「病原

体等の検査の実施体制及び検査能力の向上」の項参照】 

 
※ 世田谷区衛生検査センター…改正地域保健法が令和５年４月１日に施行され、同法第２６条におい

て 「第５条第一項に規定する地方公共団体（保健所設置自治体）は、地域保健対策に関する法律

に基づく調査及び研究並びに試験及び検査であって、専門的な知識及び技術を必要とするもの並び

にこれらに関連する厚生労働省令で定める業務を行うため、必要な体制の整備、他の同項に規定す

る地方公共団体との連携の確保その他の必要な措置を講ずるものとする。」とされた。区衛生検査

センターはこれらの規定を満たすことにより、地方衛生研究所として位置づけられている。 

 

（３）新型コロナウイルス感染症対応の経験の活用 

   新型コロナウイルス感染症は、令和元年（2019 年）１２月にはじめて確認されて以

降、瞬く間に世界中に広がり、各国の主要都市で相次いで都市封鎖（ロックダウン）

が実施された。日本においても、緊急事態宣言が４度発出され、長期間にわたり、行

動制限が実施されるなど、生命や健康のみならず、日常生活における外出や移動、地

域経済や地域活動、学校教育など、様々な分野に甚大な影響を及ぼした。 

   それまで、国・東京都・区は、それぞれ新型インフルエンザ等対策特別措置法に基

づく新型インフルエンザ等対策行動計画等を定め、新興・再興の感染症危機に備えた

体制整備を行ってきたが、これらの従来の各種計画は、一度の感染の波が短期間で収

束することを想定していたものであった。そのため、新型コロナウイルス感染症のよ

うな短い期間で変異を繰り返し、数年という長期にわたる複数の感染の波への対応が

十分なものではなく、また、自宅療養者への支援など従来の計画・対策では想定して

いなかった数多くの課題があることが浮き彫りとなった。 

   そのような中、区においては、令和２年１月の新型コロナウイルス感染症国内初発

例直後から、健康危機管理対策本部による対応を開始した。その後同年３月に新型コ

ロナウイルス感染症対策本部を設置し、以後、約４年で１１０回におよぶ本部会議を

開催するなど、区をあげて新型コロナウイルス感染症対策に取組んできた。 

この間、保健所を中心とした感染拡大防止策においては、感染の急拡大に備え、区

独自の取組みを行うとともに、東京都や地区医師会と連携し、国の対策に先駆けた新

たな取組みを行った。   
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＜区独自の取組み一覧＞ 

  

区が独自に取組んだ事項 開始時期 内容 

電話相談体制の構築 令和２年２月 
新型コロナウイルス相談窓口（一般相談）、発熱相談センタ

ー、後遺症相談窓口（令和３年４月～）の設置 

医療機関情報連絡会の開催 令和２年４月 
区内の医療機関、地区医師会、消防等による情報共有、意

見交換のための会議体の設置（計１４回） 

有識者の知見を採り入れた検討

体制の構築 
令和２年７月 

区新型コロナウイルス感染症対策本部における有識者から

の専門的見地に基づく意見の聴取（計５回） 

区内の介護事業所等を対象とし

た検査（「社会的検査」） 
令和２年１０月 

区内介護事業者等の社会福祉施設を対象に早期に感染者を

発見し、重症化及びクラスター発生防止を目的とした検査

の実施 

外部委託の活用による積極的疫

学調査の拡充 
令和３年２月 

保健所体制の強化のため、積極的疫学調査に外部委託を導

入 

区独自の自宅療養者健康観察セ

ンターの設置 
令和３年２月 

体調悪化した自宅療養者に対する往診、薬の配送まで行う

区独自の自宅療養者健康観察センターの設置 

外部委託の活用によるＨＥＲ－

ＳＹＳ（新型コロナウイルス感

染者等情報把握・管理支援シス

テム）への患者情報入力 

令和３年４月 
感染者の急増に伴う急激な業務増へ対応のため、ＨＥＲ－

ＳＹＳの患者情報入力に外部委託を導入 

自宅療養者への酸素濃縮装置の

貸与事業（官民連携協定） 
令和３年４月 

自宅療養中に症状が悪化し、入院調整が必要な感染者を対

象として、自宅に速やかに酸素濃縮器を運搬するとともに、

医療職による在宅での酸素投与等診療体制を整備 

区独自の酸素療養ステーション

（入院等待機施設）の設置 
令和３年８月 

医療職の管理の下、入院治療待ちや自宅療養中に体調が急

変した患者に対し、入院治療までの間、酸素投与等患者に

必要な支援を行うことを目的として設置 

自宅療養者に対するフォローア

ップの充実（区内大学との協定） 
令和４年１月 

区内大学との連携協定に基づき、大学の救急救命士による

自宅療養者に対する独自のフォローアップを実施 

ＰＣＲ等検査無料化事業に係る

区有施設の貸出（官民連携協定） 
令和４年１月 

東京都が実施していたＰＣＲ等検査無料化事業の参画事業

者と連携し、ＰＣＲ等検査を実施 

オンライン診療体制確保事業 令和４年８月 

感染拡大に伴う地域医療の発熱外来ひっ迫を解消するた

め、医療機関による重症化リスクの低い区内在住者等（有

症状者）を対象としたオンライン診療体制の確保を実施 

国や東京都への独自要望・提案  
国や東京都へ社会的検査や新型コロナワクチン接種、後遺

症対応等に関しての要望・提案を行った 

感染拡大期ごとの区の対策の検

証結果の公表 
 

第６波、第７波、第８波（令和４年４月・１１月、令和５年

５月）における区の対策に関する検証資料を作成・公表 
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＜区独自の取組み一覧＞ 

 

【区の対応の詳細：巻末「新型コロナウイルス感染症世田谷区の対応記録」参照】 
 

次なる感染症危機への準備や対策を進めるにあたっては、新型コロナウイルス感染

症対応の経験と、その経験から得た新たな知見を活かし、感染症危機が起こる前から

の平時の備えに万全を期すことが重要であり、このことを踏まえ、区は、本計画に則

し、科学的なエビデンス※に基づいた実効性のある体制整備に取組む。 

※ エビデンス…研究や検証結果からなる科学的根拠。 

 

２ 関係機関との連携体制の強化  

（１）東京都との連携 

区は、感染症法上、東京都と同様に保健所を設置する保健所設置区市として、東京

都の感染症予防計画を踏まえて策定した本計画に基づき主体的に感染症への対応を行

うが、一類感染症、新興感染症、広域対応が必要なクラスターなど、通常の対応では

まん延防止を図ることが困難な事態が発生した際などには、東京都感染症対策連携協

議会※（以下、「連携協議会」という。）等を通じ、東京都との統一した方針の下で、相

互に連携して対応する。 

※ 東京都感染症対策連携協議会…感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第１

０条の２に基づき、都道府県、保健所設置区市等その他の関係者の平時からの意思疎通、情報

共有、連携の推進を目的に各都道府県においてそれぞれの実情に即して設置するものとされて

いる。東京都は、保健所設置区市、地区医師会等の関係団体等で構成する連携協議会を設置。

感染症の予防、保健所の体制、検査・医療提供体制の確保、入院調整の方法、人材の確保・育

成等の取組方針、情報共有のあり方などについて平時から協議を行うとともに、感染症予防計

画に定めた取組内容等について、毎年、その実施状況を相互に把握し、必要に応じて見直しを

行うことで、感染症の発生及びまん延時に必要な対策を大都市行政としての一体性を確保しな

がら講じる。 

 

（２）その他関係機関との連携 

海外におけるエボラ出血熱をはじめとする、区民の健康に重大な影響を及ぼす感染症

の発生・拡大や、東京都内におけるデング熱等の動物由来感染症等の発生、新型コロナ

ウイルス、季節性インフルエンザ、ノロウイルス感染症などの流行が繰り返し発生して

いること等を踏まえ、区は、感染症危機管理の観点から、食品、環境、動物衛生の各部

国の対策に先駆けて取り組んだ主な事項 内容 

＜地区医師会・東京都と連携した取組み＞ 

区独自の地域外来・検査センター（ＰＣＲ検査セン

ター）の設置、運営 

旧保健センター（令和２年４月～４年５月） 

ドライブスルー方式（令和２年５～６月） 

都立病院敷地内、都立高校跡地（令和４年６月～５年５月） 

＜地区医師会と連携した取組み＞ 

自宅療養者への健康観察と往診体制の整備 
地区医師会と連携し、自宅療養者支援の取組みとして、健

康観察から体調悪化時のオンライン診療、往診まで対応可

能な体制を整備 
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署と調整を行い、区外の関係機関等とも引き続き緊密に連携するとともに、国、東京都、

近隣自治体、地区医師会等の関係機関との連携を強化する。 

あわせて、区を越えて感染拡大するおそれがある場合などに備え、平時から関係機関

と協議し対策を講じる。 

 

３ 人権の尊重  

区は、感染症法に基づき、感染症患者からの検体の採取、健康診断や感染症指定医療機

関への入院勧告※・措置などの対応や、感染した可能性がある者の健康状態についての報

告の要請等を行うにあたっては、患者等の人権に配慮し、感染症の予防やまん延防止のた

めに必要な最小限の対応、要請等に留めるものとし、検体の採取、入院勧告・措置などに

ついては説明を適切に行う。また、医療機関と連携しながら、患者（感染症にり患したこ

とが疑われる患者を含む。）や、その家族等関係者に対し、実施の目的や必要性について

十分に事前の説明を行う。 

また、感染症が流行するおそれがあるなど、発生状況や対策の情報を広く一般に周知す

る必要があるときには、個人情報保護の観点を十分に踏まえ、患者及び第三者の権利利益

を不当に侵害したり、差別や偏見を生じさせたりすることのないよう慎重に注意を払いな

がら、科学的知見に基づき、まん延防止に必要な内容を公表する。 

あわせて、患者や医療従事者及びその家族等関係者への偏見をなくすため、報道機関

等に対しては偏見や誤解を生まない適切な情報発信を促し、区自らも適切な情報伝達、

丁寧な説明を行う。 
※ 入院勧告…一類感染症、二類感染症、新型インフルエンザ等感染症の患者に対し、感染症指定

医療機関での良質かつ適切な医療を提供することにより早期に社会復帰させ、もって感染症の

まん延の防止を図るため、感染症法第１９条及び２６条に基づき保健所が患者に対し感染症指

定医療機関への入院を勧告するもの。 

 

４ 病原体の適切な管理及び検査の精度確保 

病原体検査の結果は、感染症対策の根拠となり、新型コロナウイルス感染症対応にお

いては、国や東京都において実施した変異株等のサーベイランスは重要な役割を果たし

た。区は、区衛生検査センターにおける検査体制の構築に加え、病原体の適正な管理や

検査の精度管理の推進により、病原体検査の信頼性を確保する。  

 

５ 感染症に関する知識の普及啓発と情報提供  

区は、区民に対して、地区医師会、企業団体等と連携しながら、感染症についての正

しい知識の普及に努め、一人ひとりが感染症の予防と流行への備えを行うよう促すとと

もに、患者や医療従事者及びその家族等関係者への差別や偏見をなくすよう努める。 

また、これまで国内では発生がない、あるいはまれな感染症が発生した場合、区は、

区民に対して収集した正確な情報（病原体情報を含む。）を分かりやすく提供するととも

に、区民からの相談に適切に対応する。 
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第２ 区及び保健所、東京都等の役割と責務 
 

１ 区及び保健所の役割 

区は、地域における感染症対策の中核的機関として、保健所を中心に地域における感

染症情報の収集・分析、関係機関等による感染症対策の支援、医療機関や地区医師会等

関係団体との連絡調整等、感染症の発生予防等のための事前対応型の取組みを推進す

る。 

また、感染症の発生時には、積極的疫学調査による原因究明や防疫措置の実施等によ

り感染拡大防止を図るとともに、状況に応じた区民への情報提供、保健指導を行い、区

民からの相談に幅広く応じるなど、地域における感染症危機管理の拠点として総合的に

対応する。また、大規模な感染拡大が生じた場合などにおける保健所業務の増大への対

応を平時から計画するとともに、東京都が行う保健所業務の一元的実施体制の構築と外

部委託等による実施体制の整備の取組みも活用する。 

新興感染症の発生等に備えて、東京都は、保健所設置区市、一般市町村、医療機関等

の関係機関との役割分担等について、連携協議会の場などでの協議を通じて、整理を行

うとともに、外国人を対象とした調査や健康観察等の円滑な実施のための体制整備とし

て、平時から多言語通訳の体制を整備することとしている。 

大規模な感染拡大時等において必要となる体制は、感染症の特性や発生の状況・経過

等により様々なものが考えられるが、区は、新型コロナウイルス感染症対応で独自に取

組んだ経験や東京都の体制整備も踏まえ、東京都と緊密な意思疎通を図りながら対応す

る。 

 

２ 東京都の役割 

東京都は、平時から、都民への感染症に関する正しい知識の普及啓発に努め、感染症

発生時に備えた医療体制や平時から感染症対応が可能な専門職を含む人材の確保・育

成、他の地方公共団体への人材派遣、国及び他の地方公共団体からの人材の受入れ等に

関する体制を整備するとともに、区市町村、医療機関等に対して情報提供や技術的な助

言を行う。また、保健所設置区市を除く地域において東京都保健所を設置する。 

さらに、感染症発生時には、広域自治体として、国、関係機関、区市町村間の調整を

行うとともに、感染症対策全般についての保健所設置区市及び関係機関に対する総合調

整※１、大規模な感染拡大時等における保健所業務の一元的実施、緊急性を有する入院勧

告等にかかる指示等※２を行う。 

※１ 東京都による総合調整・指示…東京都は、平時から感染症まん延時に至るまで、感染症の発生

及びまん延の防止等のため必要がある場合、連携協議会等を活用して、保健所設置区市、保健

所設置市以外の市町村等の関係機関に対し、統一的かつ機動的に対策を講じられるよう、広域

的な入院調整や保健所体制の支援など、感染症対策全般について広域的な視点から総合調整を

行う。また、総合調整を行うために必要がある場合、これらの機関等に対し、報告又は資料の

提供を求める。なお、保健所設置区市等は特に必要となる場合には東京都に対して総合調整を

要請し、東京都はその要請を踏まえて総合調整を行う。 

※２ 緊急性を有する入院勧告等にかかる指示等…感染症の発生・まん延時において緊急性を有する

入院勧告又は入院措置を実施するために必要な場合に限り、東京都は、保健所設置区市等に対

して指示を行う。 
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＜東京都健康安全研究センターの役割＞ 

東京都健康安全研究センターは、東京都における感染症対策の技術的・専門的な実施

機関として、平時から検査能力の維持向上を図り、感染症の原因や発生状況を明らかに

するとともに、病原体の動向を把握するための検査等を実施する。また、地域保健法等

に基づき策定する健康危機対処計画に基づき、緊急時には、病原体の確保、検査法の構

築、病原体の性状確認、相当数の継続検査を実施するとともに、検査が可能な機器の整

備に加え、平時からの検査試薬等の備蓄や訓練を行う。 

 

＜東京都動物愛護相談センターの役割＞ 

東京都動物愛護相談センターは、都内の動物の病原体保有状況調査を行うなど、動物

に関する感染症発生情報の収集・分析や、都民への普及啓発などを行う。さらに、動物

由来感染症の発生時には、保健所と連携し、動物の流通経路の調査や、感染動物の隔

離、飼い主への飼育衛生指導等の対策を実施する。 

 

３ 区民、医師、獣医師、医療関係団体等の役割と責務 

区民、医師、獣医師、医療関係団体等の役割と責務については、東京都の感染症予防

計画において定める役割等に基づくものとし、区は、それぞれの役割や責務が十分に果

たされるよう必要な支援に努める。 

＜参考＞ 区民、医師、獣医師、医療関係団体等の役割と責務の概要（令和６年１月

時点における東京都感染症予防計画の改定案より抜粋） 

第１章 基本的な考え方 

 第２ 関係機関の役割及び都民や医師等の責務 

   ７ 都民の責務 

 都民は、平時から都をはじめとする関係機関から提供された情報等の理解に努め、感染症への

関心を持ち、その予防のために必要な注意を払い行動するように努める。 

 また、感染症発生時には、感染拡大の防止に協力するとともに、感染症患者や医療従事者及び

その家族等関係者に対し偏見を抱いたり差別したりすることのないよう、感染症についての正し

い理解のもとに行動するよう努める。 

   ８ 医師等の責務 

 医師等医療従事者は、都など関係機関が実施する感染症対策に協力し、良質かつ適切な医療を

提供する。また、感染症患者に適切な説明を行い、治療や感染拡大防止に必要な対応への理解を

得るよう努める。 

 医師は、感染症法に定める感染症を診断した時は、速やかに同法に基づく届出を行う。 

 なお、届出については、感染症指定医療機関の医師は感染症サーベイランスシステムを用いて

行い、それ以外の医療機関の医師については同システムを用いて行うよう努める。 

 病院・診療所、社会福祉施設等の開設者及び管理者は、施設における感染症の発生予防や拡大

防止のために必要な措置を講じる。 

   ９ 獣医師等の責務 

 獣医師等の獣医療関係者は、良質かつ適切な獣医療を提供するとともに、動物の管理方法や感

染症の知識、動物への接触方法等について飼い主に説明を行う。 

 獣医師は、結核等の感染症法に定める感染症や狂犬病が動物に発生した場合には、迅速に届出

を行う。 

 動物取扱業者は、取り扱う動物から人への感染を防ぐため、感染症予防の知識や技術を習得

し、動物を適切に管理する。また、動物の仕入先、販売先の把握に努めるとともに、動物の健康
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状態を日常的に確認し、動物に健康異状が認められた場合には、速やかに獣医師に受診させるな

ど適切に対応する。 

   １０ 医療関係団体の役割 

 医師会、歯科医師会、薬剤師会及び看護協会等の医療関係団体は、病原体の情報収集や感染症

の集団発生又は原因不明の感染症が発生した場合の適切な対応のため、連携協議会等を活用し、

都、保健所設置区市、一般市町村等の関係機関との連携体制を構築する。 
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第二章 感染症の発生予防及びまん延防止のための施策 
 

第１ 感染症の発生予防のための施策 

 

１ 感染症の調査 

（１）情報の収集・分析及び情報提供 

 区及び東京都は、感染症の届出を集計し、ホームページで公表している。 
新型コロナウイルス感染症への対応において、「新型コロナウイルス感染者等情報把

握・管理支援システム（ＨＥＲ－ＳＹＳ）」により、電磁的方法による発生届出の提出

機能や、入院患者の状況を把握する仕組みが導入された。当該機能は感染症発生動向

調査システム（ＮＥＳＩＤ）に引き継がれ、新たに感染症サーベイランスシステムと

して運用されている。区は、新興感染症の発生時に、当該システムによる迅速かつ的

確な情報収集・分析が行えるよう、東京都や医療機関等関係機関と緊密な情報連に努

めていく。 

東京オリンピック・パラリンピック競技大会やサミットのようなマスギャザリング※

イベント開催時は、海外からの多数の渡航者等による輸入感染症の国内流入リスクが

高まる。区は、このようなイベント開催時においては、東京都や大会運営者等と調整

のうえ、感染症の発生の早期探知に向けた各種サーベイランスの強化や、関係者間の

迅速な情報共有、連携体制の整備や確認などの必要な対応を実施する。 

 
※ マスギャザリング…「一定期間に限られた地域において同一目的で集合した多人数の集団」を指

す。 

 

（２）保健所への届出の周知徹底 

 区は、感染拡大防止のため、地区医師会等の協力を得ながら、医療機関に保健所へ

の感染症の届出の重要性を周知し、感染症の診断を行った医師が速やかに届け出るよ

う周知徹底を図る。 
また、エボラ出血熱、ペスト、重症急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ）、結核など政令で

規定された感染症が、届出対象となる動物において発生した場合に、獣医師が確実に

保健所に届け出るよう、区及び東京都は、獣医師会等を通じて周知徹底を図る。 

さらに、新興感染症等の発生に備え、感染症法の改正により電磁的方法による発生

届の提出について、感染症指定医療機関の医師については義務化され、その他の医師

については努力義務化されたことを踏まえ、東京都及び関係機関と協力し、医療機関

への働きかけを行っていく。 
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対象疾患 

※ 

重症急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ） 鳥インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１） 

中東呼吸器症候群（ＭＥＲＳ） 鳥インフルエンザ（Ｈ7Ｎ９） 

※ 上記感染症のほか、新型インフルエンザ等感染症、指定感染症などが発生し、都内におい

て感染が疑われる事例が確認された際に、早期の患者把握のため、保健所での疫学調査及

び病原体検査等の対応につなぐ必要がある場面は、アラート対応を実施する。 

（３）「東京感染症アラート」の円滑な運用向けた周知等の実施 

   東京都は、鳥インフルエンザ（Ｈ５Ｎ１、Ｈ７Ｎ９）、重症急性呼吸器症候群（Ｓ 

ＡＲＳ）、中東呼吸器症候群（ＭＥＲＳ）の感染の発生地域からの帰国者などで当該症

例が疑われる患者が医療機関で確認された場合に、医療機関から保健所へ届け出て積

極的疫学調査及び病原体検査を速やかに実施する仕組みとして、「東京感染症アラー

ト」の体制を設けている。 

また、東京都は、呼吸器症状、発熱、発疹等の症状があり、感染症が疑われる患 

に関する定点医療機関や東京消防庁からの報告を収集、分析するサーベイランスを引

き続き実施することとしている。 

      区は、この仕組みを円滑に運用し、患者発生の早期把握が図られるようにするた

め、東京都と連携して平時から医療機関へのこの制度の周知や感染症に関する情報提

供に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 検疫所等との連携体制 

  海外からの感染症の侵入を防ぐため、東京都は、検疫所及び管内に所在する港湾・空

港関係機関との連絡体制を平時から確認する。 

  区は、検疫所における診察等において感染症患者が確認され、当該事案の発生届を受

理した場合は、東京都や関係機関と連携して患者等に対し必要な保健指導等を行う。 

  なお、東京都は、新興感染症等の発生時の検疫所における隔離・停留のための医療機

関、宿泊施設等の利用調整、健康監視業務の代行要請等にあたっての平時からの連携の

あり方について、感染症法等の改正趣旨や国の通知を踏まえ、連携協議会の場などでの

協議を通じて検討していくこととしている。区は、これらの検討に積極的に参加し、東

京都や他自治体と連携して感染拡大防止のための体制づくりに取組む。 

 

感染症対策部（防疫課） 

（東京都） 



 

 

14 
 

３ 動物衛生・食品衛生・環境衛生対策との連携体制 

（１）動物由来感染症 

 区は、動物由来感染症の発生及びまん延の防止を図るため、東京都が行う動物取扱

業者が管理する動物や保護収容動物等を対象とした病原体保有状況調査の調査結果を

必要に応じて区民に対しホームページなどにより周知する。 

区で感染症の病原体を保有する動物を発見した場合には、東京都や庁内関係部署と

連携し、動物の衛生管理の指導や健康指導等を行うとともに、関係者の健康調査を実

施する。 

動物由来感染症に関する正しい知識について、パンフレット、ホームページ等によ

り普及啓発を行う。 

あわせて、学校飼育動物の衛生管理の向上について、教育委員会等と連携して取組

む。 

区は、犬の飼い主に対して、狂犬病予防法に基づく飼い犬の登録及び予防注射につ

いて、個別通知や広報誌などにより周知徹底を図る。 

 

（２）食品媒介感染症 

区は、飲食に起因する感染症である食品媒介感染症（食中毒）の発生を効果的に予

防するため、食品関係施設に対し、「世田谷区食品衛生監視指導計画」に基づく監視指

導を行うとともに食品等事業者へＨＡＣＣＰ※に沿った衛生管理の取組みの導入支援を

行う。また、区民に対しても食中毒予防に関する情報提供を行う。 

飲食に由来する感染症で、水道水等飲料水が原因あるいは原因と疑われる感染症に

関しては、「飲料水健康危機管理に係る情報連絡実施要領」に基づき、関係機関等との

連絡体制を確保する。 

このほか、貯水槽水道設置者及び井戸等の設置者に対して、飲料水の衛生管理につ

いて普及啓発を行う。 

 
※ ＨＡＣＣＰ…Hazard Analysis and Critical Control Point の略。食品の製造過程を管理し、食品

の安全性を確保しようとする衛生管理の手法。 

 

（３）環境水及びねずみ族、昆虫が介する感染症 

環境水（公衆浴場、旅 館業及びプ ール等における浴槽水等）及びねずみ族、

昆虫等を介する感染症の発生予防のため、庁内関係部署の相互の連携により、地域住

民に対する情報提供や、関係業者への指導を行う。 

また、区は、デング熱等の感染症を媒介する蚊の発生状況調査を実施するととも

に、ねずみ族、昆虫等を介する感染症への対応に備える。 

このほか、感染症発生時におけるねずみ族、昆虫等の駆除については、感染症法の

規定に基づき、適切に実施する。 

 

４ 国内外の情報収集・分析及び情報提供等 

（１）情報収集・分析 

 区は、国内外の感染症発生状況に関する情報を世界保健機関（ＷＨＯ）や厚生労働

省、東京都等から速やかに収集し、分析のうえ、その結果を区民や地区医師会等関係

機関へ幅広く提供する。 
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あわせて、感染症健康危機管理情報ネットワークシステム（Ｋ-ｎｅｔ）※ の活用な

どにより、東京都と感染症指定医療機関等の間で速やかな情報共有を図る。 

新興感染症発生時においては、東京都の変異株サーベイランスの実施による都内の

変異株発生動向を把握することで、ウイルスの変異による感染力、重症化の程度、ワ

クチン接種の効果などの影響について、区民への情報発信や注意喚起等に活用する。 

  ※ 感染症健康危機管理情報ネットワークシステム（Ｋ-ｎｅｔ）…東京都、保健所、感染症指定医療機関、感染症

診療協力医療機関、アジア大都市等を結び、感染症に関わる情報の共有化を図る東京都独自の情報ネットワー

ク。 

 

（２）情報提供・リスクコミュニケーション 

  ① 情報提供 

  区内における感染拡大を防止するために発生状況等の公表が必要な場合は、区の 

 ホームページ等を活用して迅速かつ正確に情報提供を行う。 

    なお、東京都においては、当該感染症にり患した場合の重篤性等を勘案し、新興 

   感染症及び一類感染症については患者又は疑似症患者が１人でも発生した場合に、 

その他の感染症については集団発生等の特異な状況が発生した場合に、発生事例を 

公表することを原則としている。区においても、感染症の重篤性や患者の人権等を

勘案するとともに、情報の齟齬により混乱を招くことがないよう、東京都と公表に

係る扱いについて整合を図りながら、発生状況等の公表を行う。   

報道機関に対しては、誤った情報などが報道されることのないよう、区は、平時 

から報道機関との信頼関係の構築に努めるとともに、患者・家族等の人権に十分配

慮するように要請する。 

新型コロナウイルス感染症への対応において、区は、区のおしらせ「せたがや」 

やホームページの掲載等に加え、ＳＮＳを活用した配信など、多くの区民に情報が

周知されるよう様々な情報ツールを活用しながら情報発信を行った。今後、新興感

染症の拡大などが発生した場合は、新型コロナウイルス感染症対応の経験を踏ま

え、その時々の状況に応じた的確な情報提供を行っていく。 

  ② リスクコミュニケーション等 

    新興感染症の拡大時などにおいては、区が伝えたい情報や、感染症拡大時におけ

る望ましい行動を、迅速かつ適切に区民と共有することが重要となる。 

区は、このことを踏まえ、新型コロナウイルス感染症対応においては、区のおし  

らせ「せたがや」やホームページ、ＳＮＳを活用し、最新情報や感染予防策等にか

かる正しい情報をわかりやすく丁寧に発信し、区民の不安解消を図るとともに、感

染拡大防止の行動を促すなどの工夫に努めた。また、令和３年には新型コロナウイ

ルス感染症の後遺症についての独自のアンケート調査を実施し、世田谷区における

新型コロナウイルス感染者の療養後の症状の把握、後遺症への適切な対応や感染予

防の啓発を行うための参考とした。 

    区は、新興感染症の拡大等の事態が生じた際には、区民が誤った情報に惑わされ

ることなく感染予防のための適切な行動をとることができるよう、新型コロナウイ

ルス感染症対応の経験を通じて培った手法等を活用した情報発信に努めるととも

に、地区医師会等関係機関との情報共有の視点も加えるなど、よりわかりやすいメ

ッセージの発信に努める。 

  ③ 普及啓発 

  区は、平時から区民に対し、区のおしらせ「せたがや」やホームページ、ＳＮＳ  

等、様々な媒体を活用して、感染症に関する正確な情報を的確に提供し、感染症と
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その予防に関する正しい知識を広め、予防意識を醸成するとともに、感染症による

差別や偏見をなくすための普及啓発を行う。 

    また、感染状況を踏まえた臨時的な広報による注意喚起や、世田谷区健康危機管 

理連絡会等の会議体を通じた情報伝達など様々な手法を用いて効果的な普及啓発に

取組んでいく。 

 

（３）相談対応体制の確保 

区は、平時から感染症に関する情報提供に努め、区民からの相談に幅広く応じると

ともに、相談内容が保健所以外の部署や関係機関の所掌に関する場合には、それらの

機関等についての情報提供も併せて行う。 

さらに、新興感染症や一類感染症をはじめとした、これまで国内では発生がない、

あるいはまれな感染症が発生した場合には、その発生状況等に応じて、東京都と連携

して専門相談体制を確保する。 

なお、新型コロナウイルス感染症対応においては、区は、区民の不安等に対応する 

ため、電話相談体制（世田谷区発熱相談センター、新型コロナウイルス相談窓口（一

般相談）、世田谷区コロナ後遺症相談窓口）を構築するとともに、全国に先駆け、民間

事業者を活用した区独自の自宅療養者健康観察センターの設置や自宅療養者相談セン

ターを設置した。この経験を踏まえ、新興感染症の発生直後から区民の様々なニーズ

に対応できる体制を確保するとともに、感染拡大時に速やかに体制を拡大できるよう

平時から準備を行う。 

 

５ 院内及び施設内感染防止の徹底 

区は、病院、診療所、社会福祉施設等において、感染症が発生・拡大しないよう、病

院、診療所、社会福祉施設等の施設管理者に対して、最新の医学的知見に基づく感染防

止に関する情報の提供、感染症の発生状況に応じた注意喚起を行う。 

また、保健所は病院、診療所、社会福祉施設等の関係部署と協力し、施設職員への研

修、感染症予防策、施設及び設備の改善策、感染防止マニュアル作成の指導等を行う。 

施設管理者は、提供された情報に基づき、必要な措置を講じるとともに、平時から施

設利用者及び職員の健康管理を適切に行うことにより、感染症の発生を早期に把握する

ように努める。 

さらに、医療機関は、院内感染対策委員会や感染制御担当者等を中心に院内感染の防

止を図るとともに、実際に行った防止策に関する情報を、区や東京都、他の医療機関等

の施設に提供するなど、その共有に努める。 

 

６ 予防接種施策の推進 

（１）定期接種の着実な実施 

 予防接種は、感染症の発生及びまん延を防止するとともに、区民一人ひとりの健康

を守るための極めて重要な要素である。予防接種法に基づく定期接種の実施主体であ

る区は、地区医師会、医療機関、保育所、幼稚園、学校等と十分に連携し、接種体制

の確保及び接種率の向上に努める。 

また、ヒトパピローマウイルス（ＨＰＶ）感染症の予防接種の令和４年度からの積

極的勧奨再開等、新たなワクチンや混合ワクチンの導入など、定期接種の制度運用が

毎年変更のある中、区においても、定期接種の適切な実施や接種率向上に向けて、



 

 

17 
 

国、東京都、地区医師会等の関係機関、保育・教育の関係部署等と連携し、制度の円

滑な運用のための情報提供や普及啓発を積極的に実施する。 

一方、予防接種は、その効果とともに何らかの副反応が生じる可能性がある。この

ため、予防接種法に基づき、接種後に生じた副反応に関する情報収集・評価を行うた

めの副反応疑い報告制度や、接種を受けたことによる健康被害が生じた場合の救済制

度が設けられており、国や東京都の情報を確認しながら、定期接種を適切に実施して

いく。 

 

 

（２）健康危機管理の観点からの予防接種 

麻しん・風しんなど、ワクチン接種の有効性が明らかな疾患については、区は、平

時からその重要性についての啓発に努めるとともに、集団感染や地域的な流行が発生

した場合など必要に応じて、広く区民に対して予防接種を推奨する広報を行う。 

また、感染症のまん延防止のために緊急に必要があるとして予防接種が実施される

事態（予防接種法に基づく臨時接種が行われる事態）や特定感染症予防指針※に基づい

て接種等を実施する場合においては、区は、国や東京都、地区医師会等の関係機関と

連携して実施体制を構築する。 

 
※ 特定感染症予防指針…感染症法第 11 第 1 項に規定される、特に総合的に予防のための施策を推

進する必要がある感染症に係る予防の総合的な推進を図るための指針。 

 

【関連項目：第三章 第９「臨時の予防接種」の項参照】  
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第２ 感染症発生時のまん延防止のための施策 

 

１ 検査の実施等 

区衛生検査センターでは、新興感染症等の流行開始以降、重症化リスクが高くかつ早期

に治療の方針を出す必要がある区民に対して、検査結果を迅速に提供することによって区

民の命を守るという役割を担う。 

新型コロナウイルス感染症発生時のような検査需要が飛躍的に増大する事態にあって

は、公的検査機関に加えて民間検査機関や医療機関との連携の下に検査実施能力を拡充す

る必要があることを踏まえ、新興感染症の発生に備え、発生早期、流行初期、流行初期以

降の各段階での関係機関との役割分担を明確にし、平時から必要な体制整備に取組む。 

【関連項目：第三章 第４「病原体等の検査の実施体制及び検査能力の向上」の項参照】 

 

２ 積極的疫学調査の実施等 

保健所は、感染症にり患した又はり患したことが疑われる患者が発生した場合や、集

団感染の発生が認められるなど、通常の発生動向と異なる傾向が認められた場合で、当

該感染症の発生を予防し、又は感染症の発生状況や原因等を明らかにするため必要があ

る場合には、当該患者（疑似症患者や無症状病原体保有者を含む。）及びその関係者に対

して、積極的疫学調査を実施する。 

なお、新興感染症や一類感染症の患者が発生した場合や、広域的に患者が発生した場

合など、通常の対応ではまん延防止を図ることが困難な事態が発生した場合には、東京

都と連携して調査を実施し、協力して対策を講じる。また、海外での感染症の流行情報

についても、東京都や地区医師会等関係機関の間で情報共有に努め、連携して発生情報

の早期把握と迅速な対策を実施する。 

また、発生がまれな感染症が発生した場合や外国人の患者に対応する場合に、東京都

等から最新の知見に関する情報提供があった場合は、区が利用できる多言語通訳の仕組

みの活用に加え、東京都等からの保健所職員向けの感染症発生時の対応力向上のための

研修や技術的支援も積極的に活用する。 

積極的疫学調査等の結果により明らかになった感染拡大防止に必要な情報は、各種法

令に基づく個人情報の取扱いに配慮しつつ、区内医療機関や地区医師会等の関係団体に

提供するとともに、東京都との情報交換を通じて感染症対策に活用する。 

 

３ 防疫措置 

区は、感染症法に基づく防疫措置を行うにあたり、適正な手続の遵守はもとより、人

権に十分配慮し、その内容は感染症の予防やまん延防止に必要な最小限度のものとす

る。また、患者等に実施の目的や必要性を十分説明して理解を得るように努める。 

 

（１）検体の採取等 

検体の採取等の勧告・措置は、感染症法に基づき、感染症にかかっていると疑うに

足りる正当な理由のある者を対象に、まん延防止のため必要があると認められる場合

に実施する。 
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（２）健康診断 

健康診断の勧告･措置については、感染症法に基づき、病原体の感染経路やその他の

事情を十分に考慮した上で、当該感染症にかかっていると疑うに足りる理由のある者

を対象に実施する。 

また、保健所が必要と認めた場合は、感染症法に基づき、感染した可能性がある者

に対して、十分に説明を行った上で、積極的疫学調査の一環として、検査を受けるよ

う要請する。 

 

（３）行動制限 

就業制限については、対象者の自覚に基づく自発的な休暇や、就業制限の対象以外

の業務に一時的に従事させるなどの対応が基本となるため、保健所は、対策の必要性

について対象者やその関係者の理解を得られるように十分に説明を行う。 

また、保健所は、一類感染症、新感染症等にかかっていると疑うに足りる正当な理

由のある者に対して、感染拡大防止の観点から必要と認めた場合には、潜伏期間を考

慮して定めた期間内における自宅又はこれに相当する施設からの外出自粛等を要請す

る。 

 

（４）入院勧告等 

入院勧告を実施する際は、保健所は、患者に対して、入院が必要な理由などの説明

を行い、その理解を得るよう努めるとともに、意見を述べる機会の付与など、入院勧

告の通知に記載された事項を含め十分に説明を行う。 

また、入院勧告等を行った場合には、保健所は、患者の人権に十分に配慮しつつ、

医療機関との協力の下、患者の病状や治療経過等の情報を整理し、まん延防止対策等

を実施する。 

さらに、保健所は、一類感染症、新感染症等にかかっていると疑うに足りる正当な

理由がある者に対して、良質かつ適切な医療の提供及び感染拡大防止の観点から必要

と判断した場合には、感染症指定医療機関の受診や入院を要請する。 

感染症指定医療機関は、入院後も患者に対し必要に応じて十分な説明を行い、患

者、家族及び関係者の精神的不安の軽減を図る。 

 

（５）退院請求への対応 

入院勧告・措置を受けた患者が、感染症法に基づく退院請求を行った場合、保健所

は、医療機関と連携して当該患者が退院基準に適合しているかどうかの確認を速やか

に行う。 

 

（６）感染症の診査に関する協議会 

感染症の診査に関する協議会（以下、「協議会」という。）は、入院勧告に基づく入

院期間の延長を行う場合、保健所長の諮問に応じて審議する機関であり、「世田谷区感

染症の診査に関する協議会条例」に基づき設置されている。 

協議会は、感染症の拡大防止の観点から、感染症に関する専門的な判断とともに、

患者への適切な医療の提供と人権尊重の観点からの判断も求められていることから、

協議会の委員の任命に当たっては、この趣旨を十分に考慮し、委員はこの趣旨を踏ま

えて診査する。 
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（７）消毒等の措置 

感染症法に基づく消毒及びねずみ族、昆虫等の駆除が必要な場合、保健所長は、関

係者の理解を得て、必要最小限の範囲で当該施設・場所の管理者等にその実施を命ず

ることとされている。 

また、感染症法に基づく、検体の収去等の実施、飲食物、衣類、寝具等の移動制

限、消毒、廃棄等の物件に係る措置、死体の移動制限、生活用水の使用制限、建物に

係る立入制限、交通の制限又は遮断等を実施するに当たって、保健所は、関係者に十

分な説明を行い、必要最小限の内容で対応を行う。 

消毒等の措置の実施に当たっては、患者・感染者の人権について十分に配慮する。 

 

４ 動物衛生・食品衛生・環境衛生における感染症発生時の連携体制 

（１）動物由来感染症 

 動物由来感染症が疑われる事例が発生した場合、保健所は、患者及び関係者の病原

体検査、動物との接触状況の調査を行い、迅速に感染源と疑われる動物への対応を行

う。 

区は東京都と連携し、流通経路・販売先の追跡調査など感染源と疑われる動物の調

査及び当該動物への対応並びに飼い主や動物等取扱業者等の動物管理者に対する衛生

指導を行う。 

獣医師から感染症発生の届出があった場合には、区は東京都と連携して、動物の調

査、流通経路や販売業者等の調査、必要に応じて、感染動物の隔離、検査機関への搬

送及び動物死体の焼却を行う。 

また、鳥インフルエンザの発生など、全庁を挙げて対応する必要がある場合、速や

かに関係部署による連絡調整会議を開催するなど、庁内での情報共有を図り、一体と

なって対処する。 

 

（２）食品媒介感染症 

食中毒と感染症の双方が疑われる事例が発生した場合、保健所内の相互の連携によ

り、迅速に原因究明及び二次感染防止の指導等を行う。 

調査の結果、食中毒であることが判明した場合、区は、原因施設の営業停止等の不

利益処分を行い、「世田谷区食品衛生法に基づく公表実施要綱」に基づき原因施設や原

因食品等の情報をホームページで公表し、当該施設等の関係者に対して食品の取扱い

や施設の消毒等の衛生対策について指導を行い、被害の拡大防止を図る。また、保健

所により患者や当該施設の従業員への保健指導等、必要な対策を合わせて実施する。 

東京都は、必要に応じ原因施設や原因食品の情報を公表する。当該食中毒の原因物

質が感染症法上の疾患の病原体である場合も同様に当該感染症に関する情報を公表す

る。なお、食中毒の発生時の対応については、 本計画のほか、「世田谷区食中毒対策

要綱」、「食中毒処理要領」、「食中毒調査マニュアル」、「中毒事件等調査処理要綱」及

び「世田谷区健康危機管理マニュアル」に基づき、調査、措置等を行っていく。 

 

（３）環境水及びねずみ族、昆虫が介する感染症 

水道水等飲料水を原因とする感染症が疑われた場合には、保健所内の相互の連携に

より、原因究明の調査等を行うとともに、「飲料水健康危機管理に係る情報連絡実施要

領」に基づき、感染拡大防止を図る。 
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公衆浴場、旅館業及びプールにおいて、環境水に由来するレジオネラ症が発生した

場合においても、保健所内の相互の連携によって対応し、施設に対する改善指導等を

迅速かつ適正に行い被害拡大防止を図る。 

その他環境水及びねずみ族、昆虫等を介した感染症が疑われる疾患が発生した場合

は、上記に準じて必要な措置を講じる。 

飲用以外の水による感染症が発生した場合は、保健所においては、保健所長の指揮

の下に、原因究明に必要な調査、感染経路等の情報収集及び原因施設への立入制限等

を行う。 
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第３ 医療提供体制の整備 
 

一類感染症、二類感染症及び新型インフルエンザ等感染症については、感染症指定医療

機関を中心とした早期の診断及び入院医療体制の整備により、患者の重症化防止及び早期

回復と、感染拡大防止を図ることが重要となる。 

このため、区は、平時から地区医師会等の関係機関と協力し、一般医療機関も含めて広

く医療機関に感染症の診断等に必要な情報を提供することなどにより、早期に診断を行え

るようにするとともに、感染症法に基づく勧告・措置入院が必要となる患者を感染症指定

医療機関に移送し、医療を提供する体制を確保する。 

あわせて、東京都は、医療機関等（病院・診療所・薬局・訪問看護事業所）と医療措置

協定を締結し、新興感染症の発生やパンデミック※に備え、個人防護具などの医療資器材や

医薬品の備蓄、地域医療体制強化を推進する。また、協定を締結した医療機関のうち、病

床の確保に対応する医療機関を「第一種協定指定医療機関」として、発熱外来又は自宅療

養者等の対応を行う医療機関を「第二種協定指定医療機関」として、東京都知事が指定す

る。 

 
※ パンデミック…世界的な大流行。非常に多くの数の感染者や患者を発生する流行を意味する。 

 

１ 指定医療機関の確保 

（１）感染症指定医療機関の確保 

国が示す感染症指定医療機関の配置基準をもとに、大都市の特性や新興感染症等の

感染拡大についても考慮のうえ確保する。  

区分 役割 備考 

特定感染症指定医

療機関 

新感染症の所見がある者又は一類感染症、二

類感染症若しくは新型インフルエンザ等感染

症の患者の入院を担当する 

国が指定。 

都内では国立国際医療研究センター

病院（１か所）を指定。 

第一種感染症指定

医療機関 
一類感染症等の患者の入院医療を担当する 

東京都が指定。 

都内では４か所を指定（うち１か所

が自衛隊中央病院）。 

第二種感染症指定

医療機関 
二類感染症の患者の入院医療を担当する 

東京都が指定。 

都内では３２か所を指定（うち区内

では東京都立松沢病院が指定）。 

結核指定医療機関 結核患者に対する適正な医療を担当する 
特別区においては医療機関の所在地

を管轄する長が指定。 

 

（２）協定指定医療機関の確保 

東京都は、東京都感染症予防計画に基づき、診療機関等（病院・診療所・薬局・訪

問看護事業所）と医療措置協定を締結し、新興感染症の発生やパンデミックに備え、

個人防護具などの医療資器材や医薬品の備蓄、地域医療体制強化を推進する。 

協定を締結した医療機関のうち、病床の確保に対応する医療機関を「第一種協定指

定医療機関」として、発熱外来又は自宅療養者等の対応を行う医療機関を「第二種協

定指定医療機関」として指定する。 



 

 

23 
 

各種医療措置協定の締結状況等については、東京都のホームページ等において公表

される。 

 

区分 役割等 

第一種協定指定医

療機関 

・新興感染症発生等公表期間※に新興感染症の患者の入院を担当し、東京都の要請に

基づき病床を確保する。 

第二種協定指定医

療機関（発熱外

来） 

・新興感染症の発熱外来を担当する。 

・東京都は、平時から医療機関の検査体制を計画的に整備するため、医療機関内でＰ

ＣＲ等の検査を実施できる場合は、検査に関する事項を医療措置協定に定める。ま

た、新興感染症が発生した際に迅速に対応できるよう、協定を締結した医療機関に

対し、通常医療と感染症医療を両立するための感染症対策に係る設備整備等の促進

や、研修等を通じた知見の提供など必要な支援を行う。 

第二種協定指定医

療機関（外出自粛

者対応） 

・新興感染症発生等公表期間※に新興感染症の自宅療養者等への往診や健康観察を担

当する。地区医師会等の関係者と連携・協力し、必要に応じ、薬局や訪問看護事業

所と連携し、施設入所者に対する往診や電話・オンライン診療等、医薬品対応、訪

問看護等を行う。 

・東京都は、患者に身近な診療所等が自宅療養者への医療を行う際、患者の容体変化

を迅速に察知して必要な医療につなげるため、当該指定医療機関に対し、可能な限

り健康観察にも協力するよう依頼する。 

後方支援を行う医

療機関 

・新興感染症発生等公表期間※に第一種協定指定医療機関又は第二種協定指定医療機

関の後方支援として、感染症からの回復後引き続き入院が必要な患者の転院受入れ

や、感染症患者以外の患者の受入れを行う。 

※厚生労働大臣による新興感染症に係る発生等の公表が行われた時から新興感染症と認められなく

なった旨の公表が行われるまでの期間 

 

（３）一般医療機関への支援 

   一類感染症、二類感染症及び新型インフルエンザ等感染症については、感染症指定 

医療機関を中心とした早期の診断及び入院医療体制の整備により、患者の重症化防止

及び早期回復と、感染拡大防止を図ることが重要となる。区は、このことを踏まえ、

平時から地区医師会等の関係機関と協力し、感染症指定医療機関以外の一般医療機関

も含めて広く医療機関に感染症の診断等に必要な情報を提供することなどにより、早

期に診断を行えるようにするとともに、感染症法に基づく勧告・措置入院が必要とな

る患者を感染症指定医療機関に移送し、医療を提供する体制を確保する。 

感染症指定医療機関以外の一般医療機関においても（感染症法に基づく勧告・措置

入院を除き）、感染症の診療を行うことから、区は、地区医師会等の医療関係団体と連

携し、一般医療機関に対して感染症に関する適切な情報を提供するなどの必要な支援

を行う。一般医療機関は、これらの情報を積極的に活用し、感染症の診断、届出、治

療並びに感染拡大防止のための措置や患者等への指導など必要な対応を、患者の人権

を尊重しながら実施する。 

 

２ 感染症患者の移送のための体制確保 

（１）一類感染症患者等の移送 

 感染症法に基づく入院勧告等の対象となる感染症患者の移送は区及び東京都が実施

することとされている。 
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一類感染症、指定感染症及び新感染症（以下、「一類感染症等」という。）患者の移

送については、東京都が所有する感染症患者移送専用車両を使用して、東京都と連携

して実施する。 

また、区は、一類感染症等の発生に備え、第一種感染症指定医療機関等の関係機関

と平時から連絡体制や出血性疾患等に対応した感染防止資器材の確保、訓練などを実

施する。 

 

（２）二類感染症患者等の移送 

二類感染症患者の移送については、東京都と連携して、患者等搬送事業者（民間救

急事業者）等の活用を図るなど、疾患状況に応じた迅速かつ適切な移送手段を講じ

る。 

新型インフルエンザ等感染症患者の移送は、発生した感染症の重篤性、感染力及び

感染経路等を勘案して適切な移送方法によることとし、あらかじめ東京都により構築

されている患者等搬送事業者（民間救急事業者等）との連携体制を活用した移送や、

東京消防庁等と連携した実施体制を活用する。 

保健所は、患者の移送を迅速かつ適切に実施できるよう、平時から関係機関等との連

絡体制や感染防止資器材の確保、訓練などを実施する。 

  

【感染症患者移送専用車両】 

  

一類感染症

等患者の移

送に用いる

東京都の感

染症患者移

送専用車両 
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※ 一類・二類感染症、新型インフルエンザ等感染症の患者のほか、新感染症の所見のある者

の入院を担当する医療機関として厚生労働大臣が指定している病院。 

【都内感染症指定医療機関（指定医療機関の種別）】（令和５年 1２月現在） 

 

 

令和６年４月時点

に今後更新予定 

昭島市

あきる野市

稲城市

青梅市

清瀬市

国立市

小金井市
国分寺市

小平市

狛江市

立川市

多摩市

調布市八王子市

羽村市

東久留米市
東村山市

東大和市

日野市
府中市

福生市

町田市

三鷹市

武蔵野市

武蔵村山市

西東京市

足立区

荒川区

板橋区

江戸川区

大田区

葛飾区

北区

江東区

品川区

渋谷区

新宿区杉並区

墨田区

世田谷区

台東区

中央区

千代田区

豊島区

中野区

練馬区

文京区

港区

目黒区

奥多摩町

日の出町

檜原村

瑞穂町

昭島市

あきる野市

稲城市

青梅市

清瀬市

国立市

小金井市
国分寺市

小平市

狛江市

立川市

多摩市

調布市八王子市

羽村市

東久留米市
東村山市

東大和市

日野市
府中市

福生市

町田市

三鷹市

武蔵野市

武蔵村山市

西東京市

足立区

荒川区

板橋区

江戸川区

大田区

葛飾区

北区

江東区

品川区

渋谷区

新宿区杉並区

墨田区

世田谷区

台東区

中央区

千代田区

豊島区

中野区

練馬区

文京区

港区

目黒区

奥多摩町

日の出町

檜原村

瑞穂町

東京医科大学
八王子医療センター
（第二種/８床）

公立昭和病院（第二種/６床）

○

○

○

○

○

●

○

●

●

国家公務員共済組合連合会
立川病院（第二種/６床）

●

○ 町立八丈病院（第二種）/２床

武蔵野赤十字病院
（第二種/６床） 荏原病院

（第一種/２床・第二種/18床）

都立墨東病院
（第一種/２床・第二種/８床）

国立国際医療研究センター病院（特定/４床）

豊島病院（第二種・20床）

都立駒込病院
（第一種/２床・第二種/28床）

市立青梅総合医療センター（第二種/６床）

八丈町

自衛隊中央病院
（第一種/２床）

●
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第４ 国・東京都及び関係機関との連携協力の推進 
 

１ 国・東京都との連携協力等 

（１）国・東京都への報告・連携・総合調整の要請 

 区は、医師又は獣医師から感染症患者の発生等の届出があった場合、感染症サーベ

イランスシステムを活用し、国・東京都への報告を確実に行う。 

また、感染が拡大し、必要な協力を求める場合、東京都に対し総合調整を要請す

る。 

 

（２）検疫所等との連携協力 

 検疫所は、検疫感染症（検疫法において規定されている、感染症法上の一類感染

症、新型インフルエンザ等感染症及び政令で定める中東呼吸器症候群（ＭＥＲＳ）、マ

ラリア、デング熱等の感染症）の国内侵入を防止するため、港湾・空港において船

舶、航空機、入国者、貨物に対する検査や診察を実施している。 

  ① 隔離・停留の実施体制 

    検疫において、検疫感染症に感染した患者等が確認された場合は、一定期間、特

定の場所に収容され他者との隔離が行われる。隔離は医療機関に入院を委託して行

われる。また、検疫感染症に感染したおそれがある者については、医療機関への入

院又は特定の宿泊施設・船舶内での待機（停留）が行われる。 

② 健康監視の実施体制 

  検疫感染症に感染したおそれがあるが停留されない者については、検疫法に基づ

き、一定の期間を定めて健康状態について報告を求める措置（健康監視）を講じる

こととされている。健康監視を行う際や、当該措置対象者の健康状態に異状が生じ

たことを把握した場合には、検疫所から対象者の所在地を管轄する保健所の設置自

治体に通知することとされている。 

  区は、健康状態に異状が生じた旨の通知を受けた場合、東京都と連携して、接触

者の確認や感染拡大防止のための指導、適切な医療提供のための措置など必要な対

応を行う。 

  新型コロナウイルス感染症への対応においては、入国制限が行われるまでの間に

健康監視対象者が多数発生したため、保健所業務を圧迫する要因となった。そのた

め、国は健康監視を直接実施する体制による対応を行った。 

    新興感染症発生時には、多数の帰国者等への対応が必要な場合が想定されること

から、平時から関係機関間において発生状況に応じた対応方針を確認していく。 

③ 海外での感染症流行時における注意喚起等 

  海外において注意を要する感染症が発生・流行している場合に、区は、検疫所を

はじめとする国の機関や東京都と連携・協力し、渡航者への注意を呼び掛けるとと

もに、流行地域等からの入国者等への入国後における適切な行動の要請や注意喚

起、医療機関への情報提供、患者（疑い患者を含む。）発生時における迅速な対応を

実施する。 

 

（３）消防機関及び関係区市町村への情報提供 

消防機関に対しては区及び東京都が、一般市町村に対しては所管の都保健所が、感

染症の発生状況等の必要な情報を提供する。 
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（４）東京都との休日・夜間の連絡体制 

   休日・夜間の緊急時については、東京都保健医療情報センター「ひまわり」を通じ

て、東京都との連絡体制を確保する。 

 

（５）区市町村間の連絡調整 

 複数の区市町村にわたる感染症が発生し、統一的な対応を要する場合には、連携協

議会保健所連絡調整部会等を活用し、東京都は総合調整を行い、広域的な視点に立っ

て機動的かつ統一的に対応方針を示すとともに、区市町村及び都保健所間の連絡調整

を行い、必要に応じて技術的助言や職員の派遣などの支援を行う。 

 

２ 関係機関との連携協力 

（１）関係機関との連携体制の確保 

区は、地区医師会、学校等の関係機関、感染症指定医療機関、消防機関等と平時か

ら連絡体制を整備し、緊密な連携協力体制を確保する。また、感染症発生時には、随

時、世田谷区健康危機管理連絡会等の会議体を通して情報共有を図るとともに、東京

都が開催する連携協議会などの活用により緊密に連携して対応する。 

 

（２）発生時対応訓練の実施 

   感染症等発生時に迅速かつ的確に対応できるよう、東京都や地区医師会等関係機関

と適宜、情報伝達等の発生時対応訓練を実施し、即応体制を整備する。 

 

  



 

 

28 
 

第５ 調査研究の推進及び人材の育成 
 

１ 調査研究の推進 

（１）調査研究の計画的な実施 

感染症対策は、科学的な知見に基づいて推進されるべきものであることから、その

基盤となる感染症に関する調査及び研究の推進は重要となる。 

区は、調査研究の実施にあたり、国立感染症研究所や東京都、感染症指定医療機

関、地区医師会等関係機関と相互に十分な連携を図り、計画的に取組む。 

 

（２）保健所等における調査研究の推進 

 保健所は、地域における感染症対策の中核的機関として、感染症対策に必要な積極

的疫学調査や感染状況の分析を行い、東京都健康安全研究センターや国、他自治体の

関係機関と連携し、地域における総合的な感染症の情報発信拠点としての役割を担

う。 

 

（３）原因不明疾患などの調査等の実施 

区は、東京都等と連携し、原因不明疾患の発生時に感染原因や感染経路を究明する

ための積極的疫学調査や、感染症の流行を予測し防疫対策を効果的に進めるための感

染症流行予測調査等の調査事業を引き続き実施する。 

 

２ 感染症病原体等の検査機能の強化 

（１）検査能力の向上 

病原体等の検査の実施体制の確保及びその検査能力の向上は、早期の原因究明、対

策の実施につながるため、感染の拡大防止や人権の尊重の観点から極めて重要であ

る。 

このため、区は、平時から計画的に、区衛生検査センターの体制整備や人材育成、

関係機関との連携強化を図る。 

 

（２）区衛生検査センターの人材の確保・育成  

  ① 人員の確保 

  検査技術の継承を念頭に置き、経験年数等を考慮した計画的な人員配置を平時よ

り行う。 

  また、感染症発生時において、検査体制がひっ迫する場合に備え、平時より応援

体制の整備を図る（「世田谷区新型インフルエンザ等対策行動計画」における業務継

続計画において具体の応援体制を定める）。 

  ② 人材の育成 

 ア 検査の手技や技術の習得、最新の検査に関する情報・知識を得るため、国立感

染症研究所、東京都健康安全研究センター等の関係機関等が実施する研修を活用

する。 

 イ 区衛生検査センターの多くの職員が網羅的に検査をできるようＯＪＴ職場内で

の研修を充実させる。 
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   ウ 感染症発生時には、迅速な検査体制を構築することが必要であるため、各部門

において実務経験を積んだリーダーを育成し、感染症発生時には検査の実施検討

を率先して行う体制を構築する。 

 

３ 感染症に対応できる人材育成 

（１）公衆衛生に係る人材育成 

   新型インフルエンザをはじめとする多様な感染症に総合的に対応でき、感染症危機

管理を担う人材を育成するため、感染症危機管理において中心的な役割を果たし公衆

衛生を担当する保健所等の職員を対象として、国立感染症研究所や東京都健康安全研

究センターにおいて実施される感染症対策従事者の専門的内容の研修へ積極的に参加

する。 

 

（２）発生時対応訓練の実施 

一類感染症等の感染症の発生時における即応体制確保のため、区は定期的に東京

都、東京消防庁、感染症指定医療機関等の関係機関と、情報伝達、患者移送・受入れ

及び積極的疫学調査等の訓練を行うとともに、感染症指定医療機関以外の医療機関の

従事者や民間救急事業者等が参加する訓練を支援する。 
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第６ 感染症に関する知識の普及啓発と情報提供 
 

１ 正しい知識の普及啓発 

（１）区による取組み 

 区は、ホームページや広報紙、ＳＮＳによる情報提供、リーフレットの作成及び配

布等により、平時から感染症予防についての正しい知識の普及に努め、感染症の予防

を図るとともに、学校、企業、交通機関等において、感染症に関する誤った理解や感

染症の患者への差別や偏見により、人権を損なうことがないよう取組んでいく。 

 

（２）関係機関との連携による普及啓発の推進 

区は、地域における感染症対策の中核的機関として、保健所を中心に、感染症につ

いての情報提供や相談対応等に取組む。 

感染症や予防接種に関する啓発や知識の普及を図るうえで、学校や社会福祉施設な

ど人が日常的に活動する場を活用することは効果的かつ効率的であることから、区

は、関係部署や関係機関等と連携してこれらの場を活用した情報提供・普及啓発など

に取組む。 

 

２ 感染症の発生動向等の情報提供 

（１）情報提供 

 区は、感染症法により発生動向調査の結果を、情報の扱いに留意したうえで、区の

ホームページでわかりやすく情報提供する。 

 また、これまで国内では発生がない、あるいはまれな感染症の発生など、感染拡大

防止のために広く注意を喚起する必要がある場合には、区は、東京都や地区医師会等

関係機関と連携し、集積した情報を分析の上、効果的に情報提供を行う。 

 

（２）個人情報の保護等 

区は、感染症に関する情報の公表の際、関係法令等に則して個人情報の取扱いに十

分な注意を払い、適切に対応するとともに、プライバシーの保護や感染症を理由とし

た差別・風評被害の防止等にも配慮する。また、対策に関わる関係機関等にも法令遵

守等の徹底を図る。 
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第７ 保健所体制の強化 
 

新興感染症の発生時においては、区は、保健所を中心に検査の実施、積極的疫学調査に

よる原因究明や防疫措置の実施等により感染拡大防止を図るとともに、状況に応じた情報

提供や保健指導、区民からの相談に幅広く応じるなど区民の安全・安心の確保に向けて取

組む。また、地区医師会や医療機関等の関係機関と連携して対応にあたるなど地域の感染

症危機管理の拠点として総合的に対応する。 

 

１ 人員体制の確保等 

（１）計画的な体制整備 

今後の新興感染症の発生に備え、区は、積極的疫学調査等の感染症業務を担うこと

ができる保健師の確保に努める。また、全庁の応援体制の構築に加え、人材派遣・外

部委託等の民間事業者の活用、協定を利用した近隣大学の職員等の応援など、外部人

材による受援体制の確保に向けた調整を平時から計画的に進める。 

また、新興感染症流行時においては、膨大な量の業務が発生することをあらかじめ

想定し、応援職員等の担当する業務を整理してマニュアルを整備するとともに、必要

な執務スペースや什器等の確保などの準備に取組む。 

 

（２）総合的なマネジメントを担う統括保健師の配置・機能強化 

新興感染症の発生時等においては、庁内関係所管及び東京都、他自治体等との連絡

調整、外部機関からの人員派遣等の応援に関する調整のほか、医療・公衆衛生に関す

る専門知識が必要な相談対応や連絡調整が必要となり、関係機関との連絡調整その他

の全体統括及び専門的知識を要する業務を担う職員の配置又は体制の確保が求められ

る。 

区は、このことを踏まえ、保健所に配置する統括保健師の専門性を活かし、庁内で

の専門相談の対応や、保健所における調査体制の強化と受援体制の構築、東京都や他

自治体の統括保健師等との連絡調整などを実施する。 

今後は、健康危機にも対応できる保健師の育成や研修体制の整備、都内の統括保健

師等との連携体制を構築し、地域の健康危機管理体制の強化に取組むとともに、新興

感染症の発生時等には、庁内の対応体制や取組み内容の統一性等が維持されるよう、

全体統括を行う体制を確保する。 

また、統括保健師は、保健所内の感染症対応の全般的な業務フローの整備や各業務

への人員配分、外部人材の受入調整等との連絡調整などを行うものとし、保健所及び

庁内の保健師の育成や外部人材の受入れに向けた準備など、平時から東京都や近隣自

治体と連携しながら、新型コロナウイルス感染症対応の経験を踏まえ、新興感染症発

生時に備えた体制を再構築し、保健所内の業務実施体制を整備する。 

 

（３）ＩＨＥＡＴ※要員の整備 

新型コロナウイルス感染症対応においては、区内大学との連携協定に基づき、大学

の救急救命士による自宅療養者に対する独自のフォローアップを実施するなど外部人

材の活用による保健所体制の強化を行った。 
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令和４年の地域保健法の改正により、ＩＨＥＡＴ要員の確保が法定化されたことか

ら、新型コロナウイルス感染症対応の経験を踏まえ、関係団体への制度の周知や対象

者名簿の作成等、ＩＨＥＡＴの活用に関する制度づくりの検討を進める。 

 
※ ＩＨＥＡＴ…健康危機発生時に地域における保健師等の専門職が保健所等の業務を支援する仕組み 

 

２ デジタル技術の活用促進 

新型コロナウイルス感染症対応においては、区は、国が導入したＨＥＲ－ＳＹＳ（新

型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援システム）を利用し、患者情報等の管理

に加え、医療機関等の関係機関との情報共有に活用した。加えて、自宅療養者への健康

観察においても、委託業者との電子上での情報共有や定例ミーティングをオンライン会

議で実施するなどデジタル技術を活用し、業務の効率化に取組んできた。 

また、区は東京都とも連携し、重症患者等の入院調整、宿泊療養施設への入所調整、

自宅療養者等の東京都、保健所、医療機関の情報共有、患者対応状況の進捗管理などの

業務を東京都の情報システムを活用して行ってきた。 

区及び東京都は、今後の新興感染症等の発生を見据えながら、さらなる業務のデジタ

ル化を推進するとともに、感染症危機発生時には速やかに必要な機能を拡張して対応で

きるよう、感染症サーベイランスシステムと連携したデータベースの活用など、デジタ

ル技術の積極的な活用を図るとともに、東京都や医療機関等の関係機関との新たな情報

共有方法についても検討を進め、業務のＤＸを推進していく。 

 

３ 人材育成 

（１）区の庁内横断的な公衆衛生関連部門の人材育成  

区は、結核や季節性インフルエンザ、ＨＩＶ、麻しん、風しん、蚊媒介感染症など

多様な感染症に総合的に対応し、新興感染症発生時などの感染症危機管理を担う人材

を育成するため、健康危機管理において中心的な役割を果たす公衆衛生関連部門の職

員を対象にした感染症対策従事者の専門的内容の研修を実施する。 

また、国や東京都その他の専門機関が実施する研修等に公衆衛生関連部門の職員を

派遣するなど、専門性の向上を図る。 

 

（２）保健所の人材育成 

保健所では、これまで専門研修の受講やＯＪＴ※等を通じて、感染症業務を担当する

保健師等の育成を図ってきた。引き続き新興感染症の発生等に備え、感染症による健

康危機発生時に迅速かつ適切に対応できるよう、感染症に関する専門研修の受講な

ど、所内の感染症業務を担当する保健師等の育成を図る。 

また、医師・保健師以外の保健所職員に対しても所内研修を行い、感染拡大時等に

おける対応力の強化を図るとともに、区内の関係機関との協働による研修の実施につ

いて検討するなど、感染症発生時に対応できる地域の人材育成に取組む。 

 
※ ＯＪＴ…On-the-Job Training の頭文字を取った略称。「日常の業務に就きながら行われる教育

訓練」を意味する。 
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４ 実践型訓練等の実施 

（１）関係機関と連携した訓練の実施 

区は、「健康危機対処計画」に基づき、区内医療機関・地区医師会等の関係機関との

区内での患者発生を想定した定期的な情報伝達、患者移送・受入及び積極的疫学調

査、防護服の着脱等の訓練の実施や、感染症指定医療機関以外の医療機関や民間救急

事業者等も含めた連携訓練の実施について検討する。 

 

（２）保健所の訓練 

保健所は、「健康危機対処計画」に基づき、医療機関・地区医師会等の関係機関とと

もに、病院への患者搬送訓練や防護服着脱訓練など感染症発生に備えた訓練の実施に

向けた検討や、保健所への応援職員や外部人材等も加えた情報伝達、患者移送・受入

及び積極的疫学調査等の訓練の実施を検討するなど、実践的な訓練の実施に取組むと

ともに、これらの訓練の評価を踏まえ、計画の見直しにつなげていく。 

 

５ 関係機関等との連携強化 

保健所は、感染症発生時において関係機関と連携し、的確な対応を行う体制を確保す

るため、平時からの関係機関との連絡調整体制の整備や、感染症発生時における役割分

担、情報共有の方法等について相互理解を図る。 

情報共有に当たっては、迅速かつ効率的な伝達等が可能なよう関係機関と協力してＤ

Ｘの推進を図る。 

区は、特別区及びその他の市町村による感染症対策の統一的な対応に向けた枠組みづ

くりに積極的に参加・協力し、関係者間の意思疎通や情報共有、連携の推進を図る。 

保健所は、新型コロナウイルス感染症対応においては、地区医師会等関係機関の協力

の下で、外出自粛対象者※（自宅療養者）に対する医療機関等による健康観察や往診、ク

ラスターが発生した高齢者施設への支援など様々な課題の解決に取組んできた。引き続

き、外出自粛対象者の健康観察や生活支援等について、区と関係機関の役割分担に基づ

き連携して対応できるよう、平時から定期的に世田谷区健康危機管理連絡会等の会議体

を開催し、さらなる連携体制の強化を図る。 

 
※ 外出自粛対象者…新興感染症のまん延を防止するため、患者に対し、宿泊施設若しくは当該者の居   

   宅等から外出しないこと等が求められた者。 
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第三章 新興感染症発生時の対応 

 

第１ 体制の確保 
 

１ 新興感染症発生早期 

新興感染症発生から厚生労働大臣による発生の公表前までの期間であり、この段階は

特定感染症指定医療機関、第一種感染症指定医療機関及び第二種感染症指定医療機関の

感染症病床を中心に対応し、国は、その対応により得られた知見を含む国内外の最新の

知見等について、随時収集及び医療機関等への周知を行いながら、対応を行う。 

 

２ 新興感染症発生の公表後の流行初期 

厚生労働大臣による新興感染症発生の公表後の流行初期の一定期間（３か月を基本と

して必要最小限の期間を想定）であり、この段階は発生の公表前から対応を行う感染症

指定医療機関が、流行初期医療確保措置の対象となる医療措置協定に基づく対応も含め

引き続き対応する。また、国等からの最新の知見について情報提供を受けた流行初期対

応を行う医療機関も、東京都の要請に基づいて順次対応していく。 

 

３ 新興感染症発生の公表後の流行初期以降 

  厚生労働大臣による新興感染症発生の公表後の流行初期の一定期間経過後の期間であ 

り、流行初期から対応してきた医療機関に加え、公的医療機関や、地域支援病院及び特

定機能病院等が中心となり、順次速やかに、東京都が医療措置協定を締結した全ての医

療機関で対応する体制に移行する。 

 

＜発生段階（フェーズ）のイメージ＞ 
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第２ 区及び東京都の対応 
 

１ 情報の収集・提供 

（１）海外での発生時における情報収集等 

 海外で新興感染症等が発生した場合には、区は、国立感染症研究所と東京都健康安

全研究センターを中心に収集した正確な情報を広く区民に提供するとともに、区民か

らの相談に対応することにより、区民の感染症への不安の軽減・解消に努める。 

また、区は、地区医師会、医療機関等関係機関に対し、最新の感染症の特性とり患

状況等について情報提供を行い、感染症への対応力向上を支援する。 

 

（２）医療機関等からの届出等に関する周知及び情報共有 

 区及び東京都は、都内全体の発生状況を把握するとともに地区医師会等と協力し、

管内医療機関に対し新興感染症の発生等に係る届出基準等の周知を行い、迅速・確実

な情報把握に努める。 

 

２ 積極的疫学調査の実施 

 区は、新興感染症発生時においては、国や東京都の通知等を踏まえ、疾患の特徴や感

染状況等を踏まえた適切な積極的疫学調査を行うとともに、この調査方針を庁内の関係

部署や地区医師会等関係機関に速やかに周知し、共有する。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大時においては、感染経路が追跡できない陽性者

が増加するなど、患者全てに対し詳細な調査が実施できない事態に対して、患者の重症

化リスクを把握することに重点化し、適切な医療提供が行われるよう、東京都の統一的

な方針の下で調査等を行った。 

区は、新興感染症の感染急拡大時等においては、こうした対応が行われることも念頭

に置き、平時より、調査方針の変更時の周知・共有の方法等について、庁内の関係部署

や地区医師会等関係機関と検討するなどの連携体制の強化に努める。  
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第３ 区対策本部及び保健所の業務執行体制の確保 
 

１ 区対策本部 

（１）区対策本部の設置 

区は、新興感染症が発生し、特措法により政府対策本部及び東京都対策本部が設置

された場合等においては、次のとおり庁内に世田谷区新型インフルエンザ等対策本部

（以下、「区対策本部」という。）を設置し、必要な対応を行う。 

 
状況 体制 

平時（未発生期） 

世田谷区新型インフルエンザ等対策委員会を設置（新興感染

症の発生時における区民の健康被害及び区全体の社会機能・

経済活動の低下を防止するため総合的な対策を検討） 

新興感染症

の発生時 

特措法により政府対策本

部及び東京都対策本部が

設置された場合 

世田谷区新型インフルエンザ等対策本部を設置（特措法に基

づかない任意設置） 

緊急事態宣言が国から発

せられた場合 

世田谷区新型インフルエンザ等対策本部を設置（特措法に基

づく区対策本部として設置） 

 

なお、新型コロナウイルス感染症対応においては、緊急事態宣言発出前の令和２年

３月に任意の区対策本部体制をとることで、感染拡大状況やそれに伴う社会情勢等へ

の対応を図った。 

今後の新興感染症の対応においても、感染症の特性や社会情勢等を踏まえ、適切な

対応を図ることを念頭に区対策本部体制設置の判断を行う。 

 

（２）新型コロナウイルス感染症の経験を踏まえた区対策本部体制の改正 

特措法で定められたもののほか区対策本部の構成や運営に必要な事項については、

「世田谷区新型インフルエンザ等対策本部条例」（平成２５年世田谷区条例第１９号）

及び「世田谷区新型インフルエンザ等対策本部条例施行規則」（平成２２年世田谷区規

則第３２号）で定めるとともに、新型インフルエンザ等対策行動計画において細目を

定めている。 

今後、新型コロナウイルス感染症の経験を踏まえた国及び東京都の規定の改正や新

型インフルエンザ等対策行動計画の改定が行われる予定であり、これらの改正に合わ

せ、区の条例等についても必要な改正を行う。 

 

２ 保健所の業務執行体制の確保 

（１）新興感染症発生時における対応体制の整備 

 新興感染症発生時においては、区は、地域の感染症対策の中核的機関である保健所

がその機能を的確に果たせるよう、速やかに発生状況に応じた業務執行体制に切り替

える。 

 保健所は、新興感染症の流行開始（厚生労働大臣による新興感染症発生の公表）か

ら多くの感染症対応業務が発生することを想定し、流行開始と同時に健康危機対処計

画に基づき、全所対応体制に移行するとともに、応援受入体制を速やかに整備し、適
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宜、庁内応援職員や人材派遣職員などを含めた人員体制を構築する。 

庁内各所管は、当該計画に基づき、保健所が速やかに業務量に応じた人員体制を構

築できるよう職員の派遣や人材派遣職員の活用、関係機関の職員等に向けた調整等を

行うとともに、保健所が速やかに業務量に応じた人員体制を構築できるよう職員の派

遣や人材派遣職員の活用、関係機関の職員等に向けた調整等を行う。 

業務執行体制の確保に関する細目については、健康危機対処計画及び新型インフル

エンザ等対策行動計画において定める。 

 

（２）業務継続 

  新興感染症が流行した場合、多くの職員が本人のり患や家族の看病等のため欠勤す

る可能性があり、また、感染者と濃厚接触した職員についても外出自粛を要請され、

出勤できなくなる可能性がある。さらに、新興感染症のまん延時には、業務に必要な

物資やサービスの確保が困難になる可能性がある。このような中、区民生活や経済活

動に及ぼす影響が最小となるよう最低限継続が必要な業務を行いつつ、さらに新たに

発生する感染症対応業務に人員体制を振り向ける必要がある。 

  新型コロナウイルス感染症の経験を踏まえ、このような状況が生じた際は、業務継

続の判断を即時かつ適切に行うことが困難となることをあらかじめ想定し、平時より

非常時において継続する業務を下表のとおり定めるとともに、感染症の特性（ウイル

スの毒性の強さ、重症化しやすい年齢の有無など）に応じた区対策本部等による意思

決定の下で、感染拡大防止対策や最低限の区民生活の維持等に必要な業務の継続等の

対応を図る。 

 

  ＜感染症発生時の業務区分＞ 
業務区分 業務区分の考え方 

感染症対応

業務 

・感染拡大防止や感染予防等のために新たに発生、強化する業務 

・区民・利用者を感染症の脅威から守り、感染拡大防止のために応援体制を組んで

も緊急に実施すべき業務 

継続業務 

・中断や中止をすると区民生活等に重大な影響を与えるため継続をしなければなら

ない業務 

 ①区民の健康・生命に関わる業務 

 ②区民および職員の生活の維持に不可欠な業務 

 ③重大な安全に関わる業務 

 ④休止することが法令違反となる業務 

 ⑤業務を継続するのに必要な基盤業務 など 

縮小業務 ・中断や中止をしても区民生活等に与える影響が比較的少ない業務。 

休止業務 
・積極的に停止すべき業務 

・実施すると、かえって感染拡大につながる業務や不急の業務 

 

なお、業務継続にかかる細目については、健康危機対処計画及び新型インフルエンザ

等対策行動計画において定めるものとし、社会情勢の変化等を踏まえ、定期的な見直し

を行う。 
 

（３）職員の健康管理 

① 新型コロナウイルス感染症の対応においては、感染症対応業務に従事する職員

は、休日・夜間も含めて長時間及び長期にわたり膨大な業務量と対峙し、また心身

に負荷の高い業務を担うこととなった。この経験を踏まえ、区は、可能な限り負担
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の軽減を図れるよう、適切な業務管理や心理的な負担の軽減のためのメンタルヘル

ス対策を行う。また、メンタルヘルス対策においては、セルフケア等のリーフレッ

トによる啓発、相談窓口の周知、産業医による定期的な面談や心理職等の専門職に

よるサポート体制の整備に努める。 

② 来庁者に対しては基本的な感染対策を講じることを周知するとともに、施設の清

掃と消毒等の感染予防対策を徹底する。 

③ 医療用マスク、ガウン、手袋等の個人用防護具（以下、「ＰＰＥ」という。）につ

いては適正に着用しないと十分な効果が得られないことを踏まえ、事前に着用を練

習するなどの準備に努める。 

④ 職員のＶＰＤｓ（ワクチンで防ぐことのできる感染症）のワクチン接種状況を確

認し、最前線で対応する可能性がある職員等に対しては、状況に応じてワクチンの

追加接種を業務として受けさせるなど、必要な感染対策を講じる。 

⑤ 健康危機対応においては、区は２４時間３６５日の対応を求められることがあ

り、休暇の確保や交代勤務等の体制構築が重要となる。特に医療系職種や管理職に

負荷がかかることが想定されるため、交代者を複数名置く体制を事前に整備する。

また、体制構築に当たっては、育児や介護中の職員への配慮も行う。 

 

（４）外部委託の活用  

大規模な感染拡大が生じた場合などには、保健所の業務が増大し、電話相談や積極

的疫学調査等の対応が困難となることが想定される。新型コロナウイルス感染症対応

において、様々な手法により民間の活用を図った経験を踏まえ、平時から大規模な感

染拡大時に活用が想定される民間機関の状況把握や連携体制の維持を図るなど、感染

症発生時に速やかな感染拡大防止対策を整えられるよう備える。 

 

（５）施設基盤・物資の確保 

① 増員や物資の保管に備えて庁舎内の物理的スペース（執務室や休憩室も含む）を

事前に検討・準備する。また、近隣の大学等の連携による施設等の活用についても

あらかじめ検討する。 

② パソコン、ネットワーク回線、電話回線、電話機、印刷機、ヘッドセット、公用

携帯電話、ｗｉ－ｆｉ 環境、タブレット等が不足することがないよう、購入やリ

ース等の確保方法を検討するとともに、必要時に迅速に調達できるように仕様書案

等を準備するよう努める。併せて、感染症対応業務に使用するＩＣＴ システム環

境の把握・確認を行う。 

③ ＰＰＥ等の感染症対策物資について、必要量を推定しておくとともに事前に確保

しておく。また、その不足に備え、地域の事業所等から協力を受けることについて

も検討する（ＰＰＥの備蓄は流行ピーク時の正規職員の２か月分を目安とする）。 

④ パルスオキシメーターや食料等の支援物資が必要となる可能性を考慮し、その確

保方法や保管のあり方を検討する。 

⑤ 職員が長時間保健所にとどまる場合に必要となる食料品や日用品、消耗品の確保

や在庫管理について必要に応じて検討する（確保する量は、感染拡大が１か月程度

継続する状態を目安とする）。 
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第４ 病原体等の検査の実施体制及び検査能力の向上 
 

１ 基本的な考え方  

  区は、新興感染症等の流行開始以降、重症化リスクが高くかつ早期に治療方針を出す必

要がある区民に対して、検査結果を迅速に提供することによって区民の命を守るという役

割を担う。 

一方で、新型コロナウイルス感染症発生時のような検査需要が飛躍的に増大する事態が

生じた際には、東京都健康安全研究センターに加えて民間検査機関や医療機関との連携の

下に検査実施能力の拡充が求められる。 

このことを踏まえ、今後の新興感染症発生に備えるにあたっては、発生早期、流行初

期、流行初期以降の各段階での関係機関との役割分担を明確に定め、これらの機関等と連

携した体制の構築を進めていく必要がある。 

  また、新興感染症が発生した際において、流行する感染症の特性や検査需要等により、

感染症法に基づく従来型の行政検査に加え、新型コロナウイルス感染症対応での経験を踏

まえた区独自の検査を実施するにあたっては、区は、国の方針や東京都、地区医師会等の

関係団体の意見も踏まえ、検体採取や検査実施の体制を確保する。 

 

２ 検査の実施体制 

（１）検体採取の実施体制 

  ① 保健所の実施体制 

新型コロナウイルス感染症の発生初期においては、保健所で疑い例の検体採取を

行い、東京都健康安全研究センターが検体の検査分析を実施した。 

今後、新興感染症が発生した場合、保健所は、国の方針に基づきながら、必要に

応じて、新型コロナウイルス感染症対応を参考に検体採取を行う。なお、この場合

を想定し、保健所は、平時より同章第３の２の（３）「職員の健康管理」、（５）「施

設基盤・物資の確保」に掲げるＰＰＥの着脱訓練やＰＰＥの備蓄等に努める。 

  ② ＰＣＲ検査センターの設置及び設置場所の確保 

新型コロナウイルス感染症対応において、区は、流行初期より地区医師会と共同

設置した地域外来・検査センター（以下、「ＰＣＲ検査センター」という。）におい

て検体採取を行った。 

また、流行初期以降においては、特に感染第７波への備えとして、東京都と連携

し、都有地を活用したＰＣＲ検査センターの移転及び増設を行うなど、検体採取体

制の増強を図った。 

今後、新興感染症が発生した場合において、区は、新型コロナウイルス感染症に

おける対応に準じて検体採取体制を構築するものとし、引き続き東京都と連携し、

区有地のみならず、都有地の活用についても検討する。 

このことを踏まえ、区は、区や東京都の施設のうち、検体採取の会場として適切

な立地・設備を備える施設をあらかじめ選定し、会場としての使用について事前に

協議するなど、新興感染症の発生に備える。また、医師の確保にあたっては、地区

医師会と連携・協力を図るとともに、看護師や事務員等の医療人材については民間

事業者の活用を図る。 
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なお、検査の需要が長期化すると見込まれる場合、試薬や器材が入手しにくくな

ることが想定されるため、（１）に記載のとおり、調達先とその場合に備えての備蓄

等の調整を行う。 

  ③ 外部委託の活用 

ＰＣＲ検査センターでの人材確保や運営、検査の実施にあたっては、民間事業者

との連携により、増加する検査需要に対応を行ってきた。 

今後、新興感染症が発生した場合においては、区は、新型コロナウイルス感染症

における対応に準じ、民間事業者との連携による検査の実施体制を確保する。 

 

（２）検査の実施体制 

   発生早期、流行初期、流行初期以降の各段階で関係機関が連携し、それぞれの機能

や役割に応じて速やかに診療・検査体制を確保する。 

① 発生早期 

     発生早期においては、東京都健康安全研究センターと感染症指定医療機関、区

衛生検査センター※において検査を実施する。 
※ 区衛生検査センターの検査体制については次項（３）を参照。 

   ② 流行初期 

     東京都は、流行初期においては、発生早期の検査体制に加え、東京都と流行初

期医療確保措置の対象となる協定を締結した医療機関が順次検査を開始するとと

もに、東京都健康安全研究センター等と連携し、協定を締結した民間検査機関に

対し、変異株分析の受託や医療機関等からの検査分析を依頼することとしてい

る。 

     区は、これらの東京都が整備する検査体制を最大限活用しつつ、医療提供体制

を補完するため、地区医師会等の関係機関と連携し、区独自においても必要な検

査体制を構築する。 

③ 流行初期以降の検査体制 

     東京都は、流行初期以降は、公的医療機関、特定機能病院及び地域医療支援病

院等を中心に検査を実施するとしており、段階的に検査能力を有する全ての協定

締結医療機関で検査を実施することとしている。また、東京都は、東京都の補助

金等で整備したＰＣＲ検査機器等を活用することにより、流行初期以降の医療機

関からの多くの検査需要に対応可能な検査実施能力を順次確保することとしてい

る。 

     区は、引き続き東京都が整備する検査体制を最大限活用しつつ、状況に応じ

て、地区医師会等の関係機関と連携し、区においても必要な検査体制の強化を図

る。 

 

（３）区衛生検査センターにおける検査の実施（令和６年３月現在） 

区衛生検査センターは、広域的な感染症のまん延やその他の健康危機が発生した際

において、必要な検査を実施するものとし、これに備え、平時から計画的に体制整備

や人材育成、関係機関との連携強化を図る。 

なお、令和６年３月現在の区衛生検査センターのバイオセーフティーレベル（以

下、「ＢＳＬ」という。）※１は「２」となっており、令和１１年度の庁舎移転に伴う体

制整備※２までの間において、ＢＳＬ３以上の設備が求められる新型インフルエンザウ
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イルスや新型コロナウイルスの検査の必要が生じた際には、これらの検体は原則、東

京都健康安全研究センターへ持ち込み、検査を依頼することで対応する。 

 
※１ バイオセーフティーレベル（ＢＳＬ）…ウイルス・細菌などの微生物や病原体を取り扱う実験  

室、施設の分類。 

※２ 令和１１年度の庁舎移転に伴う体制整備…本庁舎等整備工事に伴い、令和１１年に区衛生検査   

センターを本庁舎内へ移転することを予定している。この移転に合わせて、移転後の施設のバ

イオセーフティーレベル（ＢＳＬ）をレベルアップし、従来に比べより多くの感染症の検査等

を行うことができるようにするなどの検査体制の拡充を図ることで、クラスター防止やサーベ

イランスの一層の強化を図ることとしている。４８～５０ページ「４ 区の検査能力の向上

（庁舎移転に向けた区衛生検査センターの体制整備）」を参照。 

 

 

（４）その他（東京都による情報共有と連携等） 

東京都は、新型コロナウイルス感染症の対応にあたり、定期的に民間検査機関や医

療機関の検査実施能力を把握するとともに、民間検査機関や医療機関に対してＰＣＲ

等検査機器整備費の補助を行い、都内全体の検査実施能力を強化し、感染拡大時の検

査需要に対応した。 

加えて、東京都は、新興感染症発生時の検査等の集中を緩和するため、医療機関に

よる検査キットの確保に支障を来さないよう配慮しつつ、国の方針に基づき抗原定性

検査キットの配付等の取組みに関して、柔軟に対応していくとしている。 

区は、このことを踏まえて東京都との情報共有と連携に努め、東京都全体の検査の

実施能力強化への協力を行い、検査需要の増加につなげる。 

 

３ 情報の収集と提供  

  区は、平時から国内外の感染症発生情報や、健康危機に関する情報収集を行う。 

  新興感染症の発生時をはじめ、国内での健康危機発生時には、地方衛生研究所全国協

議会のネットワーク等を活用した情報収集や、国、東京都が実施するサーベイランスに

ついての情報収集を行い、区対策本部等に適宜提供する。 
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４ 区の検査能力の向上（庁舎移転に向けた区衛生検査センターの体制整備） 

（１）概要 

令和３年７月より行われている本庁舎等整備工事に伴い、令和１１年に区衛生検査

センターを本庁舎内へ移転することを予定している。 

この移転に合わせて、移転後の施設のＢＳＬをレベルアップし、従来に比べより多

くの感染症の検査等を行うことができるようにするなどの検査体制の拡充を図ること

で、クラスター防止やサーベイランスの一層の強化を図る。 

 

（２）施設整備の内容 

 

項目 現状 移転後の計画 

所在地 

世田谷区世田谷１－１１－１８ エムケ

イアースビル 

（民間の物件を賃借により使用） 

世田谷区世田谷４－２１－２７ 

世田谷区役所本庁舎 

施設概要 

地下１階、地上６階建て 

うち３階～５階を区衛生検査センターと

して使用 

本庁舎西棟地下一階の一部を区衛生

検査センターとして使用 

延べ床面積 
区衛生検査センターとして専有部分 

約１,０３８㎡ 

区衛生検査センターとして専有部分

約１,００１.７４㎡（予定） 

バイオセーフティー

レベル 

（ＢＳＬ） 

レベル２ 

・エアロゾルの発生する検査に限りクラ

スⅠ又はⅡバイオハザードキャビネッ

トを使用 

・オートクレーブを設置 

レベル３ 

・検査時はクラスⅠ又はⅡバイオハ

ザードキャビネットを使用 

・オートクレーブを設置 

・窓は密閉構造 

・出入口は２重扉とし、自動的に閉

じる構造 

・検査室内全体を陰圧にし、排気は

ヘパフィルターなどで処理 

・前室（更衣室）を設置 
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（３）新たな検査体制による感染症発生時の対応 

① 検査の対象と検査の規模 

項目 現状 移転後の計画 

扱う病原体の種類 

≪ウイルス≫ 

・ノロウイルス など 

≪細菌≫ 

・腸管出血性大腸菌 

・赤痢菌 

・腸チフス菌、パラチフス菌 

など 

 

≪ウイルス≫ 

・新型インフルエンザウイルス 

・新型コロナウイルスなどＢＳＬ３ 

 で対応可能な新興・再興感染症に 

対して検査を実施する 

 

１日あたりの核酸

検出検査（ＰＣＲ

検査等）の件数 

２０検体程度 

リアルタイムＰＣＲ装置（１台

保有）につき見込まれる件数 

東京都の計画と整合を図りながら、第

五章 区の数値目標の設定「第１ 検

査の実施件数（実施能力）、検査設備

の整備数」において定める。 

 

② 新たな検査体制下での感染症発生時における役割 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大当時、当該感染症の検査を行っている東京

都健康安全研究センターの施設設備がＢＳＬ３であるのに対し、区衛生検査センタ

ーの検査室のＢＳＬは「２」であるなど施設設備上の課題があったことから、核酸

検出検査（ＰＣＲ検査等）は実施しなかった。 

区衛生検査センターの検査室のＢＳＬを「３」とすることにより、より多くの感

染症に対し、流行初期から重症化リスクが高くかつ早期に治療方針を出す必要があ

る区民に対して、検査結果を迅速に提供するとともに、流行初期以降においても、

感染リスクの高い入所者のいる施設やエッセンシャルワーカーなど、早急に検査結

果を必要とするケースについての検査数の増強を行うなど、クラスター防止やサー

ベイランスの強化につなげることを目指す。 

【関連項目：第五章 区の数値目標の設定 「１ 検査の実施件数（実施能力）、検   

査設備の整備数」の項参照】 

 

 ≪区衛生検査センターの担う検査のイメージ≫  

 

民間検査機関が対応可能となった以降、区衛生検査センターは感染リスクの

高い入所者のいる施設や、エッセンシャルワーカーなど、早急に検査結果を

必要とするケースについて優先的に検査を行うなど、クラスター防止やサー

ベイランスの強化を図る 
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（４）安全の確保 

施設設備にあたっては、検体搬入の動線を庁舎利用者の動線と分けるなど、安全の

確保のために必要な配慮等について検討を行うこととし、東京都・国の機関や専門家

の意見を採り入れるなど、万全を期す。 
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第５ 感染症に係る医療を提供する体制の確保 
 

１ 基本的な考え方 

東京都は、新型コロナウイルス感染症の対応の経験を踏まえ、新興感染症の発生への備

えとして、病床を確保するための医療機関との医療措置協定の締結や、広域的な入院調整

を一元的に行う入院調整本部の設置、発熱患者等が地域の医療機関で適切に診療を受けら

れる体制の確保のための医療措置協定の締結などに取り組むこととしている。 

 これを踏まえ、区は、新興感染症の発生時においては、東京都による広域的な医療提

供体制や入院調整機能等を活用し、必要となる医療の提供を行うことを基本とし、平時

よりそのために必要となる東京都との連携体制の強化等に取組む。 

 なお、この項において記載している東京都の取組みは、令和６年１月時点において想

定される今後の東京都の取組みを掲げている。今後、東京都感染症予防計画の改定等に

あわせ、必要に応じて内容を更新するものとする。 

 

２ 入院医療（病床の確保） 

（１）発生早期における入院医療体制 

   発生早期においては、特定感染症指定医療機関、第一種感染症指定医療機関及び第

二種感染症指定医療機関の感染症病床を中心に対応する。 

対応する医療機関は、新興感染症の性状や、その対応方法を含めた最新の知見の取

得状況、感染症の患者に対する医療に必要な医薬品、医療機器、個人防護具などの感

染症対策物資の確保状況、医療機関の機能・設備などを踏まえ、特定感染症指定医療

機関、第一種感染症指定医療機関及び第二種感染症指定医療機関と東京都で協議、調

整する。 

 

（２）流行初期における入院医療体制 

流行初期においては、まず特定、第一種及び第二種感染症指定医療機関が、流行初

期医療確保措置の対象となる東京都との協定に基づく対応も含め、引き続き対応を行

い、その後、感染症の性状や感染状況、通常医療の状況等を踏まえ、東京都から第一

種協定指定医療機関のうち流行初期医療確保措置の協定を締結する医療機関に対し、

確保病床の即応化を要請する。 

   具体的には、新興感染症の性状や、その対応方法を含めた最新の知見の取得状況、

感染症の患者に対する医療に必要な医薬品、医療機器、ＰＰＥなどの感染症対策物資

の確保状況、医療機関の機能・設備などを踏まえ、流行初期対応に係る協定を締結す

る医療機関の全部又は一部に対し、その確保病床の全部又は一部について、順次即応

化を要請する。 

その際、第一種協定指定医療機関が、要請後速やかに病床を即応化できるよう、発

生の公表前から、東京都は、臨床情報を含めた国内外の最新の情報・知見等を提供す

る。 
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（３）流行初期以降における入院医療体制 

東京都は、流行初期の対応を行う医療機関に加え、医療措置協定を締結した医療機

関のうち公的医療機関等を中心に要請を行い、その後順次、医療措置協定を締結した

全ての医療機関に対して要請を行う。 

 具体的には、新興感染症の性状や、その対応方法を含めた最新の知見の取得状況、

感染症の患者に対する医療に必要な医薬品、医療機器、ＰＰＥなどの感染症対策物資

の確保状況、医療機関の機能・設備などを踏まえ、第一種協定指定医療機関の全部又

は一部に対し、その確保病床の全部又は一部について、順次即応化を要請する。 

   また、確保病床については、感染状況等を踏まえて段階的に運用するほか、救急医

療や他の一般医療のひっ迫状況等に応じて通常医療に振り替えるなど、柔軟な運用を

行う。 

 

 
 

（４）重症者用病床の確保 

東京都は、新型コロナウイルス感染症対応を踏まえ、集中治療室（ＩＣＵ）での治

療又は人工呼吸器管理が必要な重症者の治療ができる設備並びに医療従事者の体制が

確保されている病床を重症者用病床として第一種協定指定医療機関との協定締結によ

り確保する。 

   また、感染症の性状や感染状況、各医療機関の実情に応じて重症者用病床の柔軟な

活用を行うなど、通常医療と感染症医療の両立を図っていく。 

 

（５）特に配慮が必要な患者の病床確保 

新興感染症発生時における入院医療の提供にあたっては、中核的役割を担う感染症

指定医療機関のみでは、急増する患者への対応が十分にできない可能性がある。 

また、患者の特性に応じた対応が必要なケースなども発生するため、そうした患者

の受入可能な医療機関の確保や関係機関等との連携を図ることが重要である。 
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そのため、区及び東京都は特に配慮が必要な患者への対応として、以下の取組みを

行う。 

  ① 妊産婦への対応 

 東京都の新型コロナウイルス感染症への対応においては、医療機関での受入れに

加え、必ずしも入院治療を要しない軽症等の妊婦を対象とした妊婦支援型宿泊療養

施設の開設や、自宅療養中の妊産婦に対する助産師による健康観察等を実施した。

また、新型コロナウイルスに感染した妊産婦の産科的症状の発生や悪化等、緊急を

要する場合においては、通常の周産期搬送ルールに従い受入医療機関の確保を行っ

た。 

 区は、新型コロナウイルス感染症対応の経験を踏まえ、新興感染症が発生した際

に妊産婦等の受入体制や療養環境、健康観察体制を迅速に整備できるよう、東京都

の取組み（※）を活用し、関係機関と連携する。 
※東京都は、周産期母子医療センターを中核とする８つの周産期医療ネットワークグループにおい

て、感染症にり患した妊産婦等の受入医療機関や役割分担等についてあらかじめ協議を行い、新興

感染症の発生に備える。 

② 小児への対応  

小児患者の入院治療は、小児の診療に関する十分な体制が求められるため、小児

科医の所在や小児科の病床を有していることが前提となるが、年齢による条件や、

親子入院の対応の可否等、医療機関によって受入条件が異なる特性がある。 

新型コロナウイルス感染症への対応においては、東京都と小児科標ぼう（入院対

応）医療機関（以下「小児受入医療機関」という。）との間で情報を共有するシステ

ムに、小児受入医療機関が重症度別の受入可能病床数や受入条件を入力し、東京都

が行う入院調整や小児受入医療機関間の情報共有に活用した。 

区は、新型コロナウイルス感染症対応の経験を踏まえ、新興感染症発生時に東京

都等関係機関と連携し、迅速に小児患者への対応に関する情報収集ができるように

する。 

また、地域ごとに設置している東京都小児救急医療地域連携会議において、感染

症にり患した小児の受入医療機関、地域内での役割分担及び情報共有の仕組み等に

ついてあらかじめ協議を行い、新興感染症の発生に備える。 

  ③ がん患者への対応 

感染症発生・まん延時等においても必要ながん医療を提供できるよう、東京都が

ん診療連携協議会において、がん診療連携拠点病院等における診療機能の役割分担

や各施設が協力した人材育成、応援体制の構築等、地域の実情に応じた連携体制の

整備について協議を実施し、新興感染症の発生に備える。 

  ④ 精神疾患を有する患者への対応 

 精神疾患を有する患者は、マスク着用や手指衛生, 身体的距離の確保といった感

染予防対策を十分に行うことが困難な場合もあり、医療機関等において患者が発生

した場合の感染拡大リスクは高い。 

    このため、東京都では都内精神科病院に入院している患者が新型コロナウイルス 

に感染した場合には、精神科患者身体合併症医療事業等の活用により患者の受入れ

を行うとともに、都内精神科病院における院内感染防止の取組み等を支援し、受入

体制の確保を図ってきた。 

区は、新興感染症が発生した際、必要な対応ができるよう東京都等関係機関と連

携して精神科医療体制の整備を図る。 
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⑤ 障害児者への対応 

障害児者が新興感染症にり患し、入院が必要となる場合には、行動障害がある場

合や医療的なケアが必要な場合など、障害児者各々の障害特性を踏まえた配慮が必

要である。 

区は、新興感染症が発生した際においても、障害特性に配慮ができるよう、入院

中の重度訪問介護の制度利用などの周知を行い、必要な対応ができるよう、庁内の

関係部署と連携して対応体制の整備を図る。 

  ⑥ 透析患者への対応 

 透析患者については、東京都の「災害時における透析医療活動マニュアル」（令和

３年５月改訂版）における災害時透析医療ネットワークを活用し、東京都透析医会

等の関係機関と連携して対応する。 

透析患者は、新興感染症にり患した場合、当該感染症に対する医療の提供のみな

らず、透析医療を継続しなければならないため、当該感染症の感染経路、感染力

（感染者数）、病原性、透析患者における重症化リスク等を踏まえ、フェーズに応じ

た透析医療提供体制を構築する必要がある。 

自宅療養中の透析患者に対しては、外来維持透析医療機関への通院手段（搬送体

制）を確保する。また、必要に応じて、東京都が設置する臨時の医療施設における

透析医療の提供を検討する。 

入院調整においては、入院先の透析医、かかりつけの外来維持透析医療機関等と

の調整が必要なことから、東京都において透析患者の調整アドバイザー（仮称）を

選任し、災害時透析医療ネットワークと連携して対応する。また、東京都は災害時

透析医療ネットワークを活用し、二次保健医療圏ごとに療養先を調整する。 

⑦ 認知症患者への対応 

医療従事者等は、認知症の類型や進行段階を十分に理解し、容体の変化に応じ

て、患者本人の意向を十分に尊重し、医療を提供する必要がある。 

そのため、平時から区は、地区医師会や高齢者施設等の関係機関と研修を実施す

るとともに、認知症患者の身体合併症等への対応を行う急性期病院等における行

動・心理症状等への対応力を高め、適切な対応が行われるよう、医療機関内で指導

的立場にある看護師を対象とした研修を行う等、認知症対応力向上に向けた人材育

成を進め、新興感染症発生時には、感染症患者を受け入れる医療機関においても、

適切に対応できる体制を確保していく。 

 

（６）疑い患者への対応 

新興感染症の疑い患者の受入れを担当する医療機関は、患者受入に当たっては、そ

の他の患者と接触しないよう、独立した動線や個室等を確保するなど、適切な病床・

病棟の運用を行う必要がある。 
また、発生した新興感染症の性状等により、疑い患者への対応方法等は異なるもの

となることが考えられるため、国や東京都等からの通知があった場合は、区から地区

医師会や医療機関等関係団体に対し国内外の最新の情報・知見等を共有していく。 

 

（７）円滑な入院調整の仕組みの構築 

新型コロナウイルス感染症対応において、区は東京都が設置した入院調整本部へ依

頼を行い、患者の重症度、基礎疾患の有無、住所地等に応じた入院先医療機関の調整

を実施した。 
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また、国が導入した新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理支援システム（Ｈ

ＥＲ－ＳＹＳ）の情報を活用するほか、東京都や医療機関と情報共有可能な都独自の

「東京都新型コロナウイルス感染者情報システム（ＭＩＳＴ）」を使用して、患者情報

や受入可能病床等の情報を管理し、入院調整を行った。 
さらに、病床を効率的に運用し、患者の症状に応じた療養環境を提供するため、東

京都は、転退院支援班を設置し、症状が改善した軽症・中等症患者を受け入れる医療

機関への転院や、療養期間が終了した患者の回復期支援病院への転院調整を実施する

とともに、病院間で転院調整を行った場合の患者搬送を支援した。 
新興感染症発生時においては、新型コロナウイルス感染症対応の経験等を踏まえ、

東京都は、状況に応じ速やかに入院調整本部を設置するとしていることから、区は、

東京都の入院調整本部と連携して、迅速で効率的な入院調整に取組む。 
入院調整にあたっては、国の感染症サーベイランスシステム等を活用するととも

に、システムの運用状況や新興感染症の特性、医療提供体制の状況等を踏まえ、新型

コロナウイルス感染症対応の経験を活かしてＤＸの活用を図るなど、関係機関と迅速

かつ効率的な情報共有を行う。 
 

（８）臨時の医療施設の設置 

東京都は、新型コロナウイルス感染症対応において、新型インフルエンザ等対策特

別措置法に基づき、確保病床等による入院医療体制を補完する「臨時の医療施設」と

して、酸素・医療提供ステーションや高齢者等医療支援型施設等を戦略的に設置・運

営した。 
新興感染症の発生時においても東京都は、発生した感染症の性状や地域の医療提供

体制の状況等を踏まえて、機動的に臨時の医療施設を設置することとしている。 
東京都は、臨時の医療施設の設置に当たっては、感染症の性状に応じた治療、介護

度の高い高齢患者等の受入やＡＤＬの維持のためのリハビリテーションの実施、２４

時間救急受入体制の確保、症状が軽快した下り転院患者の受入など新型コロナウイル

ス感染症への対応の経験を生かして状況等に応じ必要なサービスを提供し、都民が安

心して療養できる環境を整備することとしている。 
区は、新興感染症発生時において、東京都の臨時の医療施設の活用を基本とし、入

所対象者が円滑に入所できるよう、東京都と連携して対応する。 
 

３ 外来医療（発熱外来） 

（１）発生早期における外来医療体制 

発生早期においては、特定感染症指定医療機関、第一種感染症指定医療機関及び第

二種感染症指定医療機関を中心に対応する。 

 

（２）流行初期における外来医療体制 

流行初期においては、まず特定、第一種及び第二種感染症指定医療機関が、医療措

置協定に基づく対応を行い、その後、感染症の性状や感染状況、通常医療の状況等を

踏まえ、臨床情報を含めた国内外の最新の情報・知見等を提供した上で、東京都から

第二種協定指定医療機関のうち、流行初期対応を行う医療機関に対し、診療体制の整

備を要請する。 
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（３）流行初期以降における外来医療体制 

流行初期以降においては、東京都は、流行初期対応を行う医療機関に加え、公的医

療機関や、地域支援病院及び特定機能病院等が中心となり、段階的に全ての協定締結

医療機関で対応できるよう発熱外来の設置を要請し、発熱患者等を受け入れる体制を

整備する。 

なお、発熱外来の医療措置協定を締結する医療機関は、新型コロナウイルス対応の

外来対応医療機関の施設要件を参考に、発熱患者等専用の診察室（時間的・空間的分

離を行い、プレハブ・簡易テント・駐車場等で診療する場合を含む。）を設けた上で、

予め発熱患者等の対応時間帯等の情報を区民に周知し又は地域の医療機関等と共有し

て、発熱患者等を受け入れる体制を構築する。 

また、関係学会等の最新の知見に基づくガイドライン等を参考に、院内感染対策

（ゾーニング、換気、ＰＰＥの着脱等を含む研修・訓練等）を適切に実施し、発熱外

来を行う。 

 

（４）地域における診療体制の確保 

東京都は、新興感染症発生時においても、身近な地域で診療を受けられる機会を可

能な限り確保するため、都内の診療所で感染症医療に対応可能な場合は、協力を要請

し医療措置協定を締結する。 

区は、地区医師会等の関係団体と協力し、地域における感染症医療と通常医療の役

割を確認し、通常医療を担う診療所においてかかりつけ患者からの相談に応じること

や、地域・外来検査センター（ＰＣＲ検査センター）での診療など、連携を促し、地

域における診療体制の確保に努める。 
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（５）医療機関への検査目的の受診集中回避 

区では新型コロナウイルスの感染拡大時において、医療機関への検査目的の受診の

集中を緩和し、本来医療が必要な重症化リスクがある方等の受診機会を確保するた

め、地区医師会・東京都と連携し、区独自の地域外来・検査センター（ＰＣＲ検査セ

ンター）の設置、運営（旧保健センター、ドライブスルー方式、都立病院敷地内、都

立高校跡地）に取組んだ。 

新興感染症発生時においても、これまでの新型コロナウイルス感染症対応の経験を

踏まえ、地区医師会・東京都等と連携を図り、柔軟に対応していく。 

 

４ 後方支援体制の確保 

 東京都は、新興感染症発生時において、感染症から回復後引き続き入院が必要な患者

の転院受入や、新興感染症患者の入院受入れを行う医療機関に代わって感染症患者以外

の患者受入（通常医療）を行う医療機関を活用し、感染症患者を受入れる病床を効率的

に運用する体制を確保するため、平時において、後方支援を行う医療機関と医療措置協

定を締結する。 

 区は、新興感染症の発生時においては、東京都の整備する後方支援体制を活用するこ

とを基本としつつ、これらの体制が適切に運用されるよう、平時から東京都等との連携

を図る。 

 

５ 自宅療養者等への医療支援 

（１）新興感染症発生時における対応 

区は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大時においては、自宅療養者や高齢者施

設、障害者施設の療養者が安心して療養できるよう、往診から薬剤配送まで対応可能

な独自の自宅療養者健康観察センターを全国に先駆けて設置したほか、医師会や夜間

休日に往診を行う事業者との連携による、往診や遠隔診療も活用した。 

また、東京都では、東京都薬剤師会と連携した休日・夜間における医薬品配送や、

東京都訪問看護ステーション協会と連携した訪問看護の取組みを推進してきた。 

新興感染症の発生時においては、新型コロナウイルス感染症対応と同様、感染症法

上の類型により療養場所についても規定される。入院以外の療養先となる場合、自宅

療養者や宿泊療養者、高齢者施設・障害者施設での療養者への医療の提供を行う協定

指定医療機関（病院、診療所、薬局、訪問看護事業所）は、地区医師会等の関係者と

連携・協力した体制整備を行い、往診やオンライン診療、処方薬の配送や服薬指導、

訪問看護等を行う。 

今後はさらに、自宅療養者等が安心して療養できるよう、デジタル機器に不慣れな

高齢者等に十分に配慮しながら、医療支援においてデジタル技術の活用を図ってい

く。 
医療機関による往診、訪問看護等の実施に当たっては、関係学会等の最新の知見に基

づくガイドライン等を参考に、感染対策（ＰＰＥの着用等）を適切に実施するため、東

京都から必要な情報提供を受ける。 

また、患者に身近な診療所等が自宅療養者への医療を行う際は、できる限り健康観察

の協力依頼を行う。 

【関連項目：第三章 第７「自宅療養者等の療養環境の整備」の項参照】 
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（２）高齢者施設・障害者施設に対する医療支援体制 

第二種協定指定医療機関（病院、診療所、薬局及び訪問看護事業所）は、新型コロ

ナウイルス感染症対応と同様、地区医師会等の関係者と連携・協力し、また必要に応

じ、薬局や訪問看護事業所と連携し、施設入所者に対する往診や電話・オンライン診

療等、医薬品対応、訪問看護等を行う。 

区は、高齢者施設・障害者施設の入所者が必要時に速やかに医療機関による医療支

援を受けることができるよう、地区医師会等関係団体や庁内の関係部署と連携して支

援体制を整備する。 

【関連項目：第三章 第８「高齢者施設・障害者施設等への支援」の項参照】 

 

６ 医療人材の派遣体制の確保 

（１）基本的な考え方 

東京都は、新興感染症の発生に備え、平時から人材派遣を行う医療機関と協定を締

結し、感染拡大期等の医療人材が不足する際には、速やかに必要な人材を確保する。 

区は、保健所や区内医療機関等における感染症対応にかかる医療人材が不足する事

態となることも想定し、東京都と連携して医療人材の確保を図ることも視野に入れ、

平時より東京都等との協力・連携体制の強化に取組む。 

 

（２）東京都による医療人材の派遣体制の確保の概要 

  ① ＤＭＡＴ※（災害派遣医療チーム）の派遣 

    東京都での新型コロナウイルス感染症対応においては、入院調整本部を設置し、

東京ＤＭＡＴの医師による協力のもと、広域的な入院調整を実施した。 

新興感染症の発生・まん延時においても、東京都は、東京ＤＭＡＴ指定病院との

協定に基づき、東京ＤＭＡＴによる東京都の調整本部支援等を要請し、体制の確保

を図るとしている。 

また、日本ＤＭＡＴ指定病院と締結した派遣協定に基づき、感染症まん延時の都

内、国内における医療のひっ迫状況や他道府県からの応援要請等の状況を勘案し

て、必要に応じて日本ＤＭＡＴの派遣調整を行う。 
※ ＤＭＡＴ…Disaster Medical Assistance Team の略。医師、看護師、業務調整員（医師・看護

師以外の医療職及び事務職員）で構成され、大規模災害や多傷病者が発生した事故などの現場

に、急性期（おおむね 48 時間以内）から活動できる機動性を持った、専門的な訓練を受けた医

療チーム。 

 

  ② ＤＰＡＴ※（災害派遣精神医療チーム）の派遣 

    東京都では、災害時の精神保健医療活動について訓練を受けた東京ＤＰＡＴを常

設し、発災直後から支援活動ができる体制を整備しており、新興感染症のまん延時

にも、東京ＤＰＡＴ登録医療機関との協定に基づき、東京ＤＰＡＴの派遣調整を行

うこととしている。 

    新興感染症に係る患者が急増し、東京都における精神保健医療提供体制の機能維

持が困難、又はその恐れがあると認められる場合には、都内、国内における医療の

ひっ迫状況や他道府県からの応援要請等の状況を勘案して、東京都は、他道府県Ｄ

ＰＡＴの派遣を要請する。 
※ ＤＰＡＴ…Disaster Psychiatric Assistance Team の略。都道府県によって組織される、専  

門的な研修・訓練を受けた災害派遣精神医療チーム。 
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７ 医療機関におけるＰＰＥ（個人防護具）の備蓄 

東京都は、新型インフルエンザ等対策として、ＰＰＥ等の備蓄を行い、医療機関にお

いて防護具の調達が困難となった場合に東京都の備蓄品の提供等を行ってきた。新型コ

ロナウイルス感染症対策においても、新たにＰＰＥ等を確保し、医療機関等に対して定

期的な調査に基づく配送及び緊急配送を行ってきた。 

さらに、新興感染症の発生に備え、医療機関等は東京都との医療措置協定締結により

ＰＰＥを確保する。 

対象物資（品目）は、病院、診療所及び訪問看護事業所については、サージカルマス

ク、Ｎ９５マスク、アイソレーションガウン、フェイスシールド及び非滅菌手袋の５物

資とし、備蓄量は、新興感染症発生時を想定した当該医療機関等での平均的な必要量の

２か月分以上とする。 

区においても、発生早期から流行初期に保健所職員の防疫活動に必要な上記物資の備

蓄体制の確保に向けた取組みを進める。 

【関連項目：同章 第３の２の（３）「職員の健康管理」、（５）「施設基盤・物資の確

保」の項参照】 

 

８ 患者の移送のための体制の確保 

新型コロナウイルス感染症の発生当初、医療機関への患者の移送に関しては、保健所

が感染症法に基づく移送を実施することとなっているところ、東京都においては協定に

基づき東京消防庁が感染症患者専用車両で移送した。 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大以降、ホテルなどで療養する軽症者の自宅から

宿泊療養先までの移送は東京都が民間の事業者へ委託して提供した。 

一方で、重症者の入院先までの移送は、区の役割となり、民間の移送サービスの事業

者に委託して提供した。東京都では保健所の移送能力を超える患者が発生したことか

ら、保健所が入院の判断及び医療機関の選定を行った患者の移送業務への協力につい

て、東京消防庁と申し合わせた。 

その後、更なる感染拡大を受け、東京都の附属機関である東京都メディカルコントロ

ール協議会における協議を経て、救急隊の判断による搬送も可能となった。 

 しかし、夜間帯については、保健所での対応となり、各保健所が個別に対応するため

時間的、作業的な重複が発生した。 

その問題を解決するため、東京都と区が連携した夜間入院調整窓口を設置し、東京消

防庁の連携・協力の下、夜間の入院先医療機関の調整を可能とした。 

 また、東京都と連携し、患者等搬送事業者（民間救急事業者）を活用することで、患

者の移送体制を確保した。 

 さらに、円滑な患者移送のため、東京都は、公益財団法人東京防災救急協会（以下、

「協会」という。）への業務委託により、新型コロナウイルス感染症患者の移送に関する

東京民間救急コールセンターを開設した。 

区は、今後、新興感染症が発生した場合には、患者の病状、都内の流行状況による患

者数の増減などを考慮して円滑な移送が可能となるよう、新型コロナウイルス感染症対

応で行った関係機関と連携した取組みを踏まえて、役割分担等について検討を進めてい

く。 

（１）東京消防庁の役割 

東京消防庁は、連携協議会などにおける事前の協議に基づき、移送患者の対象等に

応じた民間事業者との役割分担に応じて、迅速に移送・搬送を実施する。 
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一類感染症等の患者については、東京都と東京消防庁との協定に基づき、東京消防

庁は、東京都が所有する感染症患者移送専用車両で患者を移送する。 

東京消防庁は、感染拡大期において、保健所の判断を待つことなく患者の移送に協

力できるよう、関係者間で予め連携協議会による協議のもと基準を定めるなど、円滑

に患者を移送・搬送できる体制を構築する。今後、新興感染症が発生した場合に備

え、患者を移送・搬送する体制の構築に向けた検討を進めていく。 

 

（２）区の役割 

① 二類感染症患者の移送 

新興感染症が発生した当初は、区が所有する車両を使用し、職員の同乗による移

送を想定する。ただし、患者の病状によっては救急車両を使用する場合もあり、事

前に東京都を通じ東京消防庁との調整を行う。感染拡大後は、民間の移送サービス

の事業者や民間救急事業者との契約が整い次第、委託して対応する。 

② 新型インフルエンザ等患者の移送 

東京都が構築する仕組みを利用することを基本とする。区としても、①と同様に

事業者との契約が整い次第、委託により移送する手段を確保できるよう努める。 

③ 東京民間救急コールセンターにおける患者等搬送事業者(民間救急事業者）の紹介 

協定に基づく東京都の要請を受け、協会は東京民間救急コールセンターを開設・ 

運営し、移送が必要な場合の事業者の紹介等を行う。区ではコールセンターも活用

しながら、委託事業者による移送を検討す 

る。 
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第６ 宿泊療養施設の確保及び療養環境の整備等 
 

 区は、東京都が確保した宿泊療養施設等に関する情報を収集し、区民や地区医師会等関

係機関への情報共有を担う。 

 

 なお、この項において記載している東京都の取組みは、令和６年１月時点において想定

される今後の東京都の取組みを掲げている。今後、東京都感染症予防計画の改定等にあわ

せ、必要に応じて内容を更新するものとする。 

 

１ 宿泊療養施設の確保 

東京都は、新型コロナウイルス感染症対応において、入院医療提供体制への負荷の軽

減を図るとともに、家庭内感染の防止や症状急変時に適切に対応するため、必ずしも入

院医療を要しない軽症者等の療養場所として宿泊療養施設を運営してきた。 

新興感染症の発生に備え、東京都は平時から宿泊施設事業者と協定を締結し、発生時

には、感染症の性状などを踏まえ、協定に基づき宿泊療養施設を速やかに開設する。区

は東京都の方針に基づき、宿泊施設での療養が必要な患者への対応を行う。 
また、施設の運営に当たっては、新型コロナウイルス感染症での経験を踏まえ、運営

スタッフへのＰＰＥの着脱の指導などの感染対策を適切に実施する。必要に応じて公的

施設等の活用も視野に入れ、体制の整備を進めていく。 
 

２ 健康観察及び療養環境の整備 

東京都の新型コロナウイルス感染症対応では、施設内に看護師が２４時間常駐し、体

調悪化や不安がある方に、いつでも直接、看護師に健康相談を行える体制を整備した。 

また、定期的に療養者自らが体温等の健康情報を入力する専用のウェブアプリを活用

し、療養者の健康状況を把握することで、体調急変時の迅速な対応に結び付けた。 

新興感染症発生時に設置する宿泊療養施設では、感染症の性状等を踏まえ、定期的な

健康観察を実施し、重症化リスクの高い基礎疾患がある患者等の急変時に即応できる体

制を構築する。 

また、療養者の健康観察においては、新型コロナウイルス感染症の経験を活かし、Ｄ

Ｘの活用を図るなど、効率的・効果的な運営体制を整える。 

 

３ 宿泊療養者への医療支援 

東京都の新型コロナウイルス感染症への対応では、看護師による健康相談のほか、オ

ンラインによる医師の健康相談を実施し、体調が悪化した療養者を医療へつなげた。 

また、往診医による医療体制を確保し、医師による診察や薬の処方が必要になった場

合に対応した。 

さらに、夜間については看護師が後方支援病院にオンコールで相談できる体制を構築

するとともに、症状が悪化した場合に入院搬送を受け入れる医療機関も確保した。 

新興感染症の発生時においては、感染症の性状等を踏まえ、医師による健康相談に加

え、協定締結医療機関等との連携（病床確保・往診等）など、できる限りの医療の提供

が可能な体制を構築する。 
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第７ 自宅療養者等の療養環境の整備 
 

１ 自宅療養者等の健康観察 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大時においては、自宅療養者の増加に伴い、健康

観察や生活支援等の業務が増大した。このため、区においては、独自の電話相談体制

（自宅療養者相談センター）の構築や民間事業者を活用した往診から薬剤配送まで対応

可能な区独自の自宅療養者健康観察センターの設置、地区医師会と連携した自宅療養者

への健康観察と往診体制の整備等を行った。 

新興感染症の発生時においても、自宅療養者への支援体制の構築と感染症対応を行う

職員の負担を軽減するため、電話相談体制をはじめ、自宅療養者や高齢者施設、障害者

施設の療養者の健康観察等に関する業務については、外部委託化を進めることで、発生

直後から対応できるよう体制を確保する。また、医療機関をはじめ、療養中の相談先に

ついては、区民に分かりやすく区ホームページやＳＮＳ等も活用し様々な媒体を利用し

て周知を図るよう取組んでいく。 

 

２ 自宅療養者等の療養環境の整備・生活支援 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大時においては、自宅療養者の生活支援として世

田谷区自宅療養者健康観察センター等を通じて、食料品等の配食サービス支援やパルス

オキシメーターの貸与を行い、療養期間中に外出しなくても生活できるよう環境の整備

に取組んだ。 

新興感染症の発生時においても、今回の新型コロナウイルス感染症の経験を踏まえ、

迅速に民間事業者への委託を行い、効率的、効果的に生活支援等を行う体制を確保する

とともに、地区医師会等関係団体とも連携して自宅療養者等の療養環境の整備・生活支

援に取組んでいく。 

 

３ 東京都による一元的な相談体制の活用 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大時においては、東京都は、感染状況を踏まえて

保健所業務の外部委託化を進め、発熱相談センターや自宅療養者フォローアップセンタ

ー等一元的に相談や健康観察等を行う体制を整備した。 

また、感染状況に応じ、様々なニーズに対応するため、自宅療養サポートセンター

（うちさぽ東京）や陽性者登録センター等都内共通の各種相談窓口を設置し、一元的業

務の外部委託化を図り、感染拡大に対応した。 

新興感染症の発生時においても、自宅療養者等からの様々な相談ニーズや療養環境の

整備に関する業務への対応と、保健所の負担を軽減するため、外部委託化を進めるとと

もに、東京都の一元化事業も積極的に活用する。特に、都民の不安を受け止める一般相

談・受診相談については、発生直後から対応できるよう体制を確保するとともに、健康

観察、生活支援等の業務についても感染拡大時に対応できるよう発生公表後速やかに準

備を進める。 
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第８ 高齢者施設・障害者施設等への支援 
 

１ 集中的検査の実施等 

区では、新型コロナウイルス感染症対策の一つとして、職員や利用者への感染を未然

に防ぎ、重症化を避け、施設内のクラスター抑止し、福祉サービスを止めない環境を築

くことを目的に区内の高齢者施設や障害者施設をはじめ、保育園、小中学校等を対象に

区独自の検査（社会的検査）を実施した。 

本検査は開始当初、「無症状者への定期検査」および「患者発生時に接触者へ実施する

随時検査」という２種類のＰＣＲ検査を実施した。それ以降、検査回数や手法等を随時

見直すとともに、途中、抗原定性検査を新たに導入し、あらかじめ施設に抗原定性検査

キットを備え置くことで、軽微な症状の場合等に速やかに使用してもらうなど、国や東

京都の動向や区内の感染状況等を踏まえ、その体制を適宜改善しながら施設内の感染症

対策として取組んできた。 

新興感染症発生時においては、新型コロナウイルス感染症対応での経験を踏まえ、地

区医師会をはじめとする地域医療機関と協議・連携を図り、国や東京都の方針を見定め

ながら、独自の検査体制が必要とされる場合は、早期に対策や支援を講じていく。 

 

２ 東京都による感染症対策の取組支援 

高齢者施設や障害者施設等での感染症対策については、新型コロナウイルス感染症発

生以前から、施設運営上の基準として定めるとともに、感染症の発生及びまん延防止の

ために講じるべき措置について具体的に定めてきた。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大では、医療の逼迫に伴い、陽性となった施設入

所者が施設内で療養せざるを得ない状況が多く発生し、施設における感染拡大防止対策

が課題となった。このため、東京都は、施設内療養体制の強化とともに、標準予防策等

に基づく感染症対応力の向上を支援するため、専用相談窓口の設置及び感染対策を実地

で指導助言する要員（即応支援チーム）の派遣を実施した。 

また、即応支援チームは平時においても、施設等の依頼を受け、感染予防対策に係る

研修を実施するとともに、施設における感染対策の状況を踏まえ、管轄の保健所へ情報

提供して必要に応じて調整を図った上で、感染症対策に関する知識とともに基本的な感

染対策の実技に重点を置いた指導助言を行った。 

区は、新興感染症等の発生時において、高齢者施設や障害者施設等に対して、感染対

策に係る特別な支援が必要となる場合を想定し、平時の支援体制を切り替えて迅速に対

応できるよう、東京都との連携を強化する。 

 

３ 専門的支援チームの派遣 

（１）区専門的アドバイザー、専門的支援チームによる施設の感染拡大防止支援 

新興感染症発生時には、急速な感染拡大や施設内感染が多発する事態も生じ得る。

特に、重症化リスクの高い高齢者が利用する施設などにおいて感染者が発生した際、

早期に感染拡大を予防し、クラスターの発生を防止することが重要となる。 

新型コロナウイルス感染症発生時において、区は、希望する社会福祉施設等に対

し、医師及び感染管理認定看護師によるアドバイザー派遣を行った。 

この経験を踏まえ、区は、新興感染症の発生時にその重篤性や感染力、感染経路等 

に応じた適切な感染拡大防止策の周知に努めるとともに、必要に応じて速やかにこれ
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らのアドバイザーや支援チームを活用できるよう、平時より関係機関等との連携体制

の整備に努める。 

 

（２）東京都実地疫学調査チーム 

東京都は、保健所から依頼を受けて保健所の行う積極的疫学調査の企画立案・実

施・評価等を支援する、東京都実地疫学調査チーム（ＴＥＩＴ：Tokyo Epidemic 
Investigation Team）を設置している。 

新型コロナウイルス感染症発生時においては、クラスターが発生した施設に対する

区の積極的疫学調査への同行や、クラスターが発生した病院や高齢者施設等の感染拡

大を防止するため医師や看護師等の専門家により組織された「感染対策支援チーム」

とも連携して感染対策の助言や支援を受けた。 

今後の新興感染症等の発生に備え、平時から、積極的疫学調査その他の感染症対策

業務に関する知識の習得や対応能力の向上を図るため、東京都健康安全研究センター

で実施する実地疫学調査研修へ積極的に参加し、感染症発生時の対応力向上を図って

いく。 

 

（３）東京都感染対策支援チーム・即応支援チーム 

重症化リスクの高い高齢者が利用する施設などにおいて感染者が発生した際には、

早期に感染拡大を予防し、クラスターの発生を防止することが重要となる。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大時には、院内感染事例の発見や拡大防止に向

けた対応の遅れなどにより、多数の病院で大きなクラスターが発生した。そのため、

東京都により、感染管理等の専門知識を有する医師や看護師が現地に赴き感染対策を

支援する「感染対策支援チーム」が令和２年１０月に設置され、病院や高齢者施設等

でクラスターが発生した際には、保健所からの派遣要請等に応じて、ゾーニングやＰ

ＰＥの着脱など、感染対策に関する助言等の実施により施設内の感染拡大防止のため

の支援があった。 

また、令和４年４月から、重症化リスクの高い方が多く入所している高齢者施設等

における感染症発生時の初期対応のために、看護師等で構成する「即応支援チーム」

が東京都により設置され、施設等からの依頼を受けて、基本的な感染対策に係る相談

受付や助言等を実地で行った。 

新興感染症発生時には、急速な感染拡大や施設内感染が多発する事態も生じ得るこ

とから、区は東京都と連携して、発生した感染症の重篤性、感染力、感染経路等に応

じた適切な感染拡大防止策を周知するとともに、新型コロナウイルス感染症を踏ま

え、必要に応じ対策の検討を進める。 

 

４ 高齢者等医療支援型施設 

新型コロナウイルス感染症の対応においては、介護を必要とする高齢者の受入先の確

保が課題となったため、東京都は、確保病床等による入院医療体制を補完する「臨時の

医療施設」として、高齢者等医療支援型施設を設置した。 

高齢者等医療支援型施設では、クラスターが発生した施設や自宅等から重症化リスク

の高い高齢者や障害者等を受け入れ、常駐する医師や看護師が健康観察や治療を行い、

症状が悪化した際は転院調整を実施した。また、入所者がＡＤＬを維持し元の生活に戻

れるよう、理学療法士等によるリハビリテーションを実施することで、安心して療養で
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きる環境を整備した。 

区は、新興感染症発生時において、東京都が設置する高齢者等医療支援型施設の活用を

基本とし、医療機関や高齢者施設等の求めに応じて、介護を必要とする高齢者が円滑に入

所できるよう、東京都と連携して対応する。  
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第９ 臨時の予防接種 

 
予防接種法に基づく臨時接種が行われる事態においては、区は、国や東京都、地区医師

会等の関係機関、医薬品卸売団体等と連携して、速やかに実施体制を構築する必要があ

る。 
新型コロナウイルス感染症対応においては、新型コロナウイルスワクチンの接種が特例

臨時接種として位置づけられ、区民が迅速かつ安全にワクチン接種を受けられる体制の構

築・円滑な接種の実施に向けて、区の集団接種会場及び運営人員の確保、必要な設備・物

品の配備等とあわせ、地区医師会をはじめとした関係機関の協力を得て、医療機関による

個別接種や民間企業等による職域接種の体制整備に取組み、接種を促進した。 

また、重症化リスクの高い高齢者等への接種を進めるため、庁内の関係所管と連携し、

入所施設等への巡回接種を行った。 

このほか、コールセンターを設置し、区民からの接種に関する問い合わせや予約等を受け

付けるとともに、区のおしらせ「せたがや」やホームページ、ＳＮＳ等により区民への積極

的な情報提供を行い、区民の接種に関する疑問や不安を解消し安心かつ円滑に接種を受けら

れる環境を整備した。 

新興感染症の発生時等において、臨時予防接種が実施される場合には、ワクチンの特質

や供給状況、対象者等を踏まえつつ、国や東京都、医療関係団体等と連携し、接種体制の

構築を進めていく。また、接種後の体調不良については、適切に相談を受けるとともに、

健康被害救済制度の周知、申請された方への対応を行う。 
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第四章 その他感染症の予防の推進に関する施策 
 

第１ 特に総合的に予防施策を推進すべき感染症対策 
 

感染症には様々な種類がある。なかでも日本における結核の患者数は欧米諸国よりも多

いことが指摘されており、り患率は減少傾向にあるが、継続した対策が求められている。 

また、結核対策に加えてＨＩＶ/エイズ対策は国連のＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の

一つとしてもとりあげられており、国の特定感染症予防指針とあわせ包括的な対応が求め

られている。 

このように、感染症により課題が異なることを踏まえ、次のとおり感染症の特性に応じ

た対応を図る。 

 

１ 結核対策 

 結核の新規登録患者は、東京都では平成２８年に２,３４０人であったが、令和４年に

１,１９３人となるとともに、り患率は８.５となり、初めて低まん延の水準に達した

が、全国で見ると未だ年間１万人が感染しており、過去の病気ではない。一方、結核患

者のうち高齢者の割合が増加し、外国出生患者（外国生まれの患者）の割合は新型コロ

ナウイルス感染症による入国制限により一時的に減少したものの今後は増加が見込まれ

る。 

 区の罹患率は特別区平均よりも低い値となっているが、新型コロナウイルス感染症対

策により海外からの転入者数が減少した影響も指摘されており、今後も注視が必要であ

る。新規登録患者の減少に伴い、結核医療については、結核病床も減少が続いており、

また新型コロナウイルス感染症対策の影響により、結核病床の一部は休止されている。 

このため、特に透析医療が必要な患者や精神疾患等の合併症を有する患者、多剤耐性

結核に感染した患者の入院調整に時間を要し、専門的かつ多様な医療が必要とされる患

者に対する良質かつ適切な結核医療の提供が更に困難な状況となることが予想される。 

 国において策定される「結核に関する特定感染症予防指針」の内容を基に、結核低ま

ん延化における体制作りと対策強化を進めることが重要である。 

 区及び東京都が各々の役割に応じ、感染拡大のリスクが高い集団への健康診断や普及

啓発、外国出生患者への多言語対応、結核菌株確保による病原体サーベイランス、患者

の生活環境に合わせたＤＯＴＳ※（直接服薬確認法）が必要になる。 

 病床確保は東京都で担いユニット化やモデル病床を組み合わせた病床、特別な医療に

対応できる医療機関及び地域における入院・外来医療機関の連携体制の確保および医療

人材の育成を、あわせて区でも保健所職員の研修等の結核対策を役割分担しながら、よ

り一層推進する。 

 
※ ＤＯＴＳ…Directly Observed Treatment Short-course の略で、結核の治療完遂のために患者の   

    服薬を医療従事者等による直接確認などの方法で支援する治療法。 
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２ ＨＩＶ／エイズ、性感染症対策 

東京都における新規のＨＩＶ感染者・エイズ患者の報告数は、近年、横ばいで推移し

ている。また、年代別では、２０歳代、３０歳代の若い世代が過半数を占めている。 

一方、医療の進歩に伴い、早期発見・早期治療により、感染者は健常者と同等の生活

を送ることができるようになり、ＨＩＶ感染症の疾病概念は、「コントロール可能な慢性

疾患」に変化し、今後、長期にわたり医療や地域サービスを必要とするＨＩＶ感染者

（ＨＩＶに感染している人。エイズ発症の有無を問わない。）が増加すると考えられる。 

そのため、主に若い世代を中心とした普及啓発や区民の利便性に配慮した検査相談体

制を確保しつつ、治療や療養を続けていくＨＩＶ感染者を支える対策、感染の拡大防止

とＨＩＶ感染者の支援を目的とした、総合的なＨＩＶ／エイズ対策を東京都と連携して

推進していく。 

また、近年、性感染症の一つとして梅毒の患者報告数は急増しており、特に男性は２

０歳代から５０歳代、女性は２０歳代の割合が増加している。梅毒をはじめとする性感

染症は、性的接触が主な感染経路であることや、性感染症にり患するとＨＩＶ感染リス

クも高くなることから、感染状況に応じた普及啓発を着実に実施するとともに、ＨＩＶ

／エイズとの同時検査を行うなど、ＨＩＶ／エイズ対策と一体となった対策を推進して

いく。 

 

３ 一類感染症等対策 

平成２６年に、エボラ出血熱が西アフリカにおいてこれまでにない規模で流行し、平

成２７年には、中東呼吸器症候群（ＭＥＲＳ）が韓国で医療機関を中心に感染拡大する

事例が発生している。 

国際化の進展などにより、国内未発生の一類感染症等が海外から持ち込まれ都内で発

生するリスクは以前にも増して高まっていることから、東京都は、平時から、感染症指

定医療機関や関係機関との連携体制の構築、発生時に備えた訓練や感染防止資器材の整

備などにより、患者の受入れ、院内感染防止、医療提供を円滑かつ安全に行えるよう、

感染症指定医療機関をはじめとする医療機関の体制強化を推進する。 

 

４ 蚊媒介感染症対策 

平成２６年に約７０年ぶりとなるデング熱の国内感染事例が発生した。また、近年、

気候変動にともなう世界的な蚊の生息域拡大による蚊媒介感染症の増加が懸念されてい

る。 

区内でも輸入例を発端に蚊媒介感染症の発生や感染拡大が生じることは十分考えられ

ることから、蚊の発生防止対策、媒介蚊対策、患者の早期把握、医療提供体制の確保、

国内感染症例発生時における感染地の推定や蚊の駆除等を的確に実施する体制を確保す

る。 

 

５ 麻しん・風しん対策 

麻しんについては、平成１９年の大流行を受け、東京都では麻しん対策会議を設置

し、区では医療機関や大学等に向けたワクチン接種を推進するため普及啓発活動の実

施、未接種者に対するワクチン接種促進など、麻しん排除に向けた取組みを東京都の方

針に基づき進めてきた。平成２７年３月には世界保健機関（ＷＨＯ）西太平洋地域事務

局から我が国が排除状態にあることが認定された。しかし、令和元年には輸入症例を端

として都内で１００件を超える発生が報告されるなど、引き続き警戒が必要である。 
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風しんについては、平成２４年から２５年にかけて成人を中心とした流行が発生し、

先天性風しん症候群の発生も報告されたことを受け、東京都で風しん対策会議を設置

し、区は医療、教育、企業、行政等の関係者とが連携して、先天性風しん症候群の予防

のためのワクチン接種の支援や啓発など対策を実施しているが、平成３０年から令和元

年にかけても再び流行が発生している。 

区では乳幼児における麻しん風しん予防接種率の向上のため、未接種者への個別勧奨

や予防接種月間等における普及啓発を継続する。こうした状況を踏まえ、麻しんの排除

状態の維持、先天性風しん症候群発生の防止及び風しん排除を目標とし、引き続き関係

者が一体となって麻しん・風しん対策を推進する。  
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[備考]新型インフルエンザ等対策 

本計画と整合性を図ることとされている「世田谷区新型インフルエンザ等対策行動計

画」に基づき、サーベイランス・情報収集、情報提供・共有、区民相談、感染拡大防止、

予防接種、医療提供など、必要な対策を実施する。 

なお、同計画は、新たな知見や情報の更新に応じ、適宜見直すものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【近年における国内外での感染症の主な発生・流行状況】 

（新型インフルエンザ） 

平成２１年 

（２００９年） 
 新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）がメキシコで発生、世界的な流行 

令和２年 

（２０２０年） 
 新型コロナウイルス感染症が中国で発生、世界的な流行 

（一類感染症等） 

平成２４年 

（２０１２年） 
中東呼吸器症候群（ＭＥＲＳ）（二類感染症）が中東で発生 

平成２５年 

（２０１３年） 
 鳥インフルエンザ（Ｈ７Ｎ９）（二類感染症）が中国で発生 

平成２６年 

（２０１４年） 

 エボラ出血熱（一類感染症）が西アフリカ３か国（ギニア共和国、リベリア共

和国、シエラレオネ共和国）を中心に流行 

令和元年 

（２０１９年） 
エボラ出血熱（一類感染症）がコンゴ民主共和国、ウガンダ共和国を中心に流行 

（蚊媒介感染症） 

平成２６年 

（２０１４年） 
 約７０年ぶりとなるデング熱の国内感染患者が発生 

平成２７年 

（２０１５年） 
 中南米等でジカウイルス感染症が流行 

（麻しん・風しん）  

平成１９年 

（２００７年） 
国内の大学・高校を中心に麻しんが流行 

平成２４～２５年 

（２０１２～ 

   ２０１３年） 

 成人を中心に風しんが全国的に流行 

（エムポックス）  

令和３年～ 

（２０２２年～） 
 欧州や北米を中心に流行、世界的に発生 
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第２ その他の施策 
 

１ 災害時の対応 

災害時には、衛生環境の悪化や避難所での生活による体調の変化などにより、感染症

が発生しやすい状況となることや集団生活による感染症の拡大が懸念されることから、

東日本大震災や熊本地震、令和６年能登半島地震その他の災害発生時における経験を踏

まえ、区及び東京都は感染対策も含めた災害時への備えと都民への事前の普及啓発に取

組む。 

また、災害が発生した際には、区及び東京都は、標準予防策などの周知、感染症情報

の収集、感染症が発生した際の迅速な防疫措置等により、感染症の発生及びまん延の防

止を図る。 

 

２ 外国人への対応 

海外から東京都を訪れる人は年々増加しており、来訪目的も、観光、ビジネスなど多

岐にわたっている。これらの外国人向けに都内の感染症の発生状況や感染防止のための

情報、感染症が疑われる症状を発症した際の受診方法などについて、多言語でわかりや

すい情報提供を推進していく。 

また、外国人の感染症患者が発生した場合には、大使館等の関係機関との感染症対策

のための連携や、保健所が利用できる多言語通訳の仕組みを構築し、保健所の積極的疫

学調査や保健指導の円滑な実施により、患者の不安軽減を図りながら、受診、原因究

明、感染拡大防止を実施できるようにしていく。 

なお、感染が疑われる不法入国者等に対しては、検疫所の検疫業務や警察・入国管理

に係る法令違反捜査等の司法活動と連携し、感染拡大防止に必要な対応を講じる。 

 
３ 薬剤耐性（ＡＭＲ）対策 

区及び東京都は、感染症法に規定される薬剤耐性の感染症について発生届が提出され

た場合、必要に応じて医療機関への積極的疫学調査、感染拡大防止のための助言等を実

施していく。感染症対策向上加算を活用した医療機関、地区医師会、保健所による合同

カンファレンス等を通じて、薬剤耐性対策について周知啓発を行っていく。 

区においては、東京都健康安全研究センターにおいて実施される、抗菌薬の適正使用

に関する区民向け周知や院内感染発生時に、医療機関への指導・助言を実施する人材を

育成のための研修等も活用していく。 

 

４ 感染症の後遺症対策 
新型コロナウイルス感染症では、罹患後、感染性が消失してからも様々な症状（罹患

後症状いわゆる後遺症）に悩む方が数多く存在している。後遺症のメカニズムについて

は十分な知見が得られていないことから、東京都における東京ｉＣＤＣの専門家ボード

等による、国内外の最新の知見の収集や調査・研究等や、都民等の理解促進に向けた普

及啓発や診療機関の情報提供、医療従事者向けの研修等を区でも活用していく。 

  新興感染症等の発生時には、こうした後遺症の発生も視野に入れ、必要に応じて関係

機関等と連携し対応していく。 
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第五章 区の数値目標の設定 

第１ 検査の実施件数（実施能力）、検査設備の整備数 

令和６年３月現在の区衛生検査センターの設備は、ＢＳＬ２となっている。そのた

め、令和１１年度の庁舎移転に伴う体制整備までの間においては、ＢＳＬ３以上の設備

が求められる新型インフルエンザウイルスや新型コロナウイルスの検査の必要が生じた

際には、これらの検体は東京都健康安全研究センターへ持ち込み、検査を依頼すること

で対応する。 

また、流行初期以降の検査需要の増大に対しては、区は、東京都が整備する検査体制

（医療機関・民間検査機関等）を最大限活用しつつ、状況に応じて、地区医師会等の関

係機関と連携し、区においても必要な検査体制の強化を図る。 

 

  令和３年７月より行われている本庁舎等整備工事に伴い、令和１１年に区衛生検査セ  

ンターを本庁舎内へ移転することを予定している。この移転に合わせて、施設のＢＳＬ

をレベルアップし、従来に比べより多くの感染症の検査等を行うことが可能な検査体制

の拡充を図る。 

区衛生検査センターの整備にあたっては、新興感染症等が発生した場合、重症化リス

クが高くかつ早期に治療方針を出す必要がある区民に対して、検査結果を迅速に提供す

ることを目的に、検査体制の整備を行う。 

上記役割を踏まえ、区衛生検査センターが担うべき検査需要は、新型コロナウイルス

感染症対応において厳格な検査対象者の基準が設けられていた流行初期（第１波の令和

２年４月）の区の行政検体の件数を勘案するなどのうえ、下表のとおり検査能力の整備

を行う。 

令和１１年以降の区衛生検査センターにおける検査の実施体制 

実施能力 ６０件/日 

検査機器の数 
・リアルタイムＰＣＲ ２台 

・全自動核酸抽出機器 ２台 

 

【関連項目：第三章 第４「２ 検査の実施体制」の項参照】 

  
流行初期 

（発生の公表後３か月まで） 

流行初期以降 

（発生の公表後６か月以内） 

地方衛生研究所 

東京都全域で１０００件/日 

（東京都健康安全研究センターの最大検査実施能力） 

・リアルタイムＰＣＲ ５台 

・全自動核酸抽出機器 ９台 

・リアルタイムＰＣＲ ５台 

・全自動核酸抽出機器 ９台 

・全自動核酸検査機器 ２台 

医療機関 
東京都全域で１万件/日 東京都全域で５.８万件/日 

民間検査機関等 
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第２ 医療従事者や保健所職員等の研修・訓練回数 

・国内において感染者が減少している感染症に関する知見を十分有する者が少なくなっ

ている一方で、新たな感染症対策に対応できる知見を有する医療現場で患者の治療に

当たる感染症の医療専門職の他にも、介護施設等でクラスターが発生した場合に適切

な感染拡大防止対策を行うための感染管理の専門家、感染症の疫学情報を分析する専

門家、そして行政の中においても感染症対策の政策立案を担う人材など多様な人材が

改めて必要となっている。 

・令和４年度の診療報酬改定より、新興感染症に対応できる医療提供体制構築に資する

ため、外来感染対策向上加算が新設および、従来の感染防止対策加算の見直しが行わ

れている。この枠組みのもと、区内の感染対策向上加算１の病院（令和５年度時点で

区内６病院）、診療所、地区医師会、保健所が連携し、合同カンファレンスを年４回

実施している。最新の知見の共有やＰＰＥの着脱訓練、新興感染症疑い患者発生時の

搬送訓練などテーマを決めて実施し、オンライン参加も含めると区内約１００医療機

関の参加となっており、今後も年４回開催するなかで、連携を深めていく。 

・医療機関の医療従事者、地区医師会、東京都との協働により、区職員を対象に、研修

や実践型訓練を年１回以上実施することを数値目標とする。 

 

第３ 保健所の感染症対応業務を行う人員確保数 

 新型コロナウイルス感染症がオミクロン株に変異した「第６波（令和３年１２月１日

～令和４年３月３１日）」と同規模の感染が流行初期に発生した場合を想定し、保健所の

感染症対応業務における必要人数を、新興感染症発生時における保健所の感染症対応業

務を行う人員確保数の数値目標として定める。 

 

流行初期 流行初期以降 

①発生の公表後１か月目途 ②発生の公表後２～３か月 ③発生の公表後４～６か月 

２７２人 ３０６人 ３０６人 

 

 

＜参考：人員確保にあたってのフェーズの考え方＞ 

 
 ①   第６波の区の１日の新規感染者数 最大１,６０７人 

  ②～③ 第７波の区の１日の新規感染者数 最大３,４０５人 
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＜参考＞ 東京都の数値目標の設定 
 

 

 この章において記載している東京都の取り組みは、令和６年１月時点において想定され

る今後の東京都の取組みを掲げている。今後、東京都感染症予防計画の改定等にあわせ、

必要に応じて内容を更新するものとする。 

 

１ 協定締結医療機関（入院）の確保病床数 
 

・国の予防計画策定のための手引きでは、流行初期は約１年後（令和２年冬）の入院患者

の規模に対応、流行初期以降は新型コロナウイルス感染症対応で確保した最大値の体制

（令和４年１２月）を目指すこととされている 

・新興感染症医療と通常医療との両立の観点から、新型コロナウイルス感染症対応におけ

る確保病床数だけではなく、即応病床数なども踏まえて設定 

・流行初期医療確保措置の対象となる措置の基準については、新型コロナウイルス感染症

対応における実績や医療機関との個別協議の状況等を踏まえ、必要な病床を確保できる

基準を設定 

 

①流行初期（発生の公表後３か月まで） ②流行初期以降（発生の公表後６か月以内） 

約４,０００床 
令和２年冬の確保・即応

病床数（４,０００床） 
約６,０００床 

令和４年１２月の即応病

床数（６,０４６床） 

 

２ 協定締結医療機関（発熱外来）の機関数 
 

・国の予防計画策定のための手引きでは、流行初期は約１年後（令和２年冬）の新型コロ

ナウイルス感染症外来患者の規模に対応することを想定し、流行初期以降は新型コロナウ

イルス感染症対応で確保した最大値の体制（令和４年１２月）を目指すこととされている

（流行初期については、総病床数 200 床以上で新型コロナウイルス感染症患者が入院可能

な診療・検査医療機関など、一定規模の対応を行う医療機関から確保していくことを目安

とする） 

・幅広く外来患者の受け入れを行ってきたことから、中・小規模の病院や診療所を含め、

協定締結医療機関を確保する 

・流行初期医療確保措置の対象となる措置の基準については、病院・診療所の規模に応じ

て設定する 

 

①流行初期（発生の公表後３か月まで） ②流行初期以降（発生の公表後６か月以内） 

約１,０００機関 

医療機関の規模に応じ、

国の参酌基準及び新型コ

ロナウイルス感染症時の

平均対応数を基に算出 

約４,９００機関 

令和４年１２月の診療・

検査医療機関の実績数 
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３ 協定締結医療機関（自宅療養者等への医療の提供）の機関数 
 

・自宅療養者等への医療の提供については、国の予防計画策定のための手引きでは、新型

コロナウイルス感染症対応で確保した最大値の体制（令和４年１２月）を目指すことと

されている 

・往診等を行う病院・診療所数については、新型コロナウイルス感染症対応で確保した最

大体制とする 

・薬局及び訪問看護事業者については、東京都が実施した事業への協力事業所数は限られ

た範囲の実績となっているため、東京都における実態を考慮した目標値を設定 

 

流行初期以降（発生の公表後６か月以内） 

病院・診療所 薬局 訪問看護事業所 

約３,４００機関 

東京都や区市

町村が実施し

た往診等事業

に参画した病

院・診療所数 
約４,８００機関 

医療措置協定

締結に向けた

事前調査の結

果から、新型

コロナウイル

ス感染症発生

時の実績数を

推計 

約１,２００機関 

医療措置協定

締結に向けた

事前調査の結

果から、新型

コロナウイル

ス感染症発生

時の実績数を

推計 

 

４ 協定締結医療機関（後方支援）の機関数 
 

・通常医療の確保のため、病床確保等を行う協定締結医療機関の後方支援により、感染症

対応力の拡大を図る 

・新型コロナウイルス感染症対応で確保した最大値の体制を目指す 

 

流行初期以降（発生の公表後６か月以内） 

３１０医療機関 
新型コロナウイルス感染症対応における回復期支援

病院数 

５ 協定締結医療機関（人材派遣）の確保数 

・新型コロナウイルス感染症対応で確保した最大値の体制を目指す 

 

医療人材の確保人数 

医師 ３００人 令和４年１２月時点における東京都医療

人材登録データベースの登録者数（医師：

２９７人、看護師：１５５人） 看護師 １６０人 
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６ 医療措置協定に基づき個人防護具の備蓄を十分に行う医療機関の数 
 

・協定締結医療機関（病院、診療所、訪問看護事業所）のうち、８割以上の施設が、５物

資について２か月以上の各種ＰＰＥの備蓄を行う 

７ 協定締結宿泊施設の確保居室数 
 

・宿泊療養施設の確保について、国の予防計画策定のための手引きでは、流行初期は令和

２年５月頃、流行初期以降は最大の確保数であった令和４年３月頃の確保居室数を協定

の数値目標とするとしている 

・東京都においては、最大数を確保した令和４年８月の実績を目標値とする 

 

①流行初期（発生の公表１か月目途） ②流行初期以降（発生の公表後６か月以内） 

１,２００室 

令和２年５月の宿泊療養

施設の総客室数から、Ｐ

ＰＥの倉庫や看護師執務

室等で使用する部屋数を

除いた患者の受入れが可

能な客室数 

９,５００室 

令和４年８月の宿泊療養

施設の総客室数から、Ｐ

ＰＥの倉庫や看護師執務

室等で使用する部屋数を

除いた患者の受入れが可

能な客室数 
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